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＜概要書＞ 
イノベーションのジレンマにおける 
ユーザーの二面性の効果について 
～異なるバリュー・ネットワークの発見と融合のプロセス ～ 
 
高村 和久 
１．研究の背景と目的 
本論文は、クリステンセンによる「イノベーションのジレンマ」の議論をベースと
する、イノベーションの創出プロセスに関する論文である。 
破壊的イノベーションが発生する際、ユーザーが、自らが属さないバリュー・ネッ
トワーク（エコシステム）における技術を発見し、それをカスタマイズして適用する
事例が見られる。この技術の発見の際、ユーザーの「二面性」の効果が発揮されてい
るのではないかという疑問に基づき、イノベーションのプロセスを説明する仮説モデ
ルを構築する研究を行った。 
２．先行研究 
 本研究では、以下の 3 つの先行研究をベースとして検討を行った。 
 クリステンセン の「イノベーションのジレンマ」に関する研究 
 ヒッペル etc.の「ユーザーによるイノベーション」に関する研究 
 グラノヴェッター etc.の「社会的ネットワーク」に関する研究 
３．研究手法 
事例研究を通じた仮説モデルの構築を行った。 
具体的には、下記の４事例について、開発者へのインタビューと公開情報を通じて
情報収集を行い、イノベーションのプロセスに関する検討を行った。 
 ローエンド型破壊的イノベーションの事例 
ヤマハ株式会社のルーターの開発 
株式会社アールエフの口腔内カメラの開発 
 新市場型破壊的イノベーションの事例 
アップル社の「iPod」の開発 
クリプトン・フューチャー・メディア株式会社の「初音ミク」の開発 
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４．考察 
事例の考察から、破壊的イノベーションのモデルとして主に下記を提案した。 
 イノベーションの可能性の発見 
ユーザーは、自らの二面性を通じて、異なるバリュー・ネットワークに存在する「技
術」を発見する。ユーザーは、その技術が持つ機能を自分の属する市場に応用できる
と考え、技術の開発者にカスタマイズを要望する。これにより、イノベーションの可
能性が発見される。技術の開発者はこれを受けて技術の性能改善を開始する。 
破壊的技術を構成する要素
に関する知識
2
ユーザー視点から見た既存
製品の不足点と、理想とする
製品・サービスのイメージ
1
　   - 　   の 「差異」
3
1 2
イノベーションの可能性の発見
4
 
 イノベーションの創出プロセス 
 
t
性能
市場の発見
技術の発見
必要な機能の付加
ローエンド型破壊 新市場型破壊
イノベーション
t
性能
t1 t2
市場の発見
（機能要素側）
要素技術の発見
(製品イメージ側)
機能要素を統合し
製品化
t1 t2
イノベーション
 
 ローエンド型、新市場型の双方において、ユーザーの要望を受けた技術開発者は、
より効率的に技術性能を向上させ、市場に参入を果たす。技術を発見したユーザーは、
その技術が従来の市場の要求性能を下回る場合においても、ユーザーの目的を十分に
満たすように改善された技術を用いる。 
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 ユーザーの二面性の効果 
二面性を持つユーザーはニーズ情報・シーズ情報の双方に詳しいため、技術を発見
した後も、情報をやり取りする際の誤りの発生を抑制し、的確な改善案を提案し、修
正回数を減少させ、双方の満足度を上げ、開発スピードを向上させる。 
５．今後の展望 
主な今後の課題として下記が挙げられる。 
 仮説モデルの検証のための更なる事例研究 
・ ユーザーの二面性が発揮されない場合との比較 
・ 持続的イノベーションとの比較 
 ビジネスモデルの変化を含む仮説モデルへの拡張 
＜主な参考文献＞ 
Christensen, C. M., , M. E. Raynor (2003). 『The Innovator's Solution: Creating and Sustaining 
Successful Growth』. Boston, MA, Harvard Business School Press. 
von Hippel, E. (1994). ""Sticky Information" and the Locus of Problem Solving: Implications for 
Innovation." Management Science 40(4): 429-439. 
Granovetter, M. (1973). "The Strength of Weak Tie." American Journal of Sociology 78(6): 
1360-1380. 
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はじめに 
第一節 はじめに 
本論文は、クリステンセン(Christensen 1997)による「イノベーションのジレンマ」の議
論をベースとする、イノベーションの創出プロセスに関する論文である。「破壊的イノ
ベーション」についての知見を踏まえて具体的な事例を 4 例挙げ、その内容から推察で
きるモデルについて議論する。 
第二節 本論文の構成 
問題意識
イノベーションの
ジレンマ
ユーザー主導型
イノベーション 社会的ネットワーク
検討内容・検討方法
事例１
考察・仮説提示
事例２ 事例３ 事例４
ローエンド型破壊の事例 新市場型破壊の事例
事例研究
先行研究レビュー
 
図 1 本論文の構成 
 
本論文は次のように構成される。 
始めに第一章において、研究の動機となる、イノベーションの発生プロセスに関する
問題意識について述べる。 
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続いて、第二章において、本論文のベースとなった先行研究に関して述べる。 
先行研究として、 
 イノベーションのジレンマ 
 ユーザー主導によるイノベーションの創出 
 社会的ネットワーク 
に関する議論を取り上げる。 
 
引き続き第三章において、本論文において課題とする検討内容と、それを検討するた
めに用いた研究手法について述べる。 
 
これを踏まえ、第四章において、4 つの事例について取り上げる。事例は、「イノベー
ションのジレンマ」の議論において「ローエンド型破壊」と位置づけられる事例と、
「新市場型破壊」と位置づけられるものについて、それぞれ２事例ずつ記述されている。 
 
最後に第五章において、これらの事例についての考察を行い、そこから推察される事
項と考えられるモデルについて議論する。 
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第一章 研究の背景と目的 
第一節 本論文の背景 
本研究はヤマハのルーターに関するヒアリングから始まった。消費者の口コミランキ
ングサイトにおいて、数千円の製品が並ぶ中、数万円のヤマハの製品が不自然に存在し
ていたからである。自分の周りの人々にヒアリングしても、ヤマハの製品は性能が良く、
他社のように壊れたりしない、ということであった。それにしても、この価格差で健闘
しているのは何故であろうか。 
 ヤマハのルーターが初めて発売されたのは１９９４年である。その頃、実際に関係し
ていた方々に話を伺った。値段が高くとも人気が高い理由は諒解した。主に小規模ビジ
ネス用途に用いられていたのである。会社が小さいが故、購買を量販店で済ませる企業
層が存在していた。彼らは以前よりヤマハを使用しており、使い勝手が良かったために
そのままロックインしているのである。これに加え、購買部が存在するより大規模な企
業にもヤマハの製品が広く使用されていた。 
 そのインタビューの中で、大企業の企業内ネットワークに採用されていくプロセスに、
関心を持った。市場参入時点に想定していなかった上位市場に参入する過程であり、ク
リステンセン(Christensen 1997)の「イノベーションのジレンマ」の議論が当てはまる。 
t
性能
ハイエンド層の
顧客の要求性能
ローエンド層の
顧客の要求性能
イノベーション
による性能向上
A
C
B
過剰な性能
 
図 2 イノベーションのジレンマ 
クリステンセンの「イノベーションのジレンマ」における「破壊的イノベーション」
に関する図を上に示す。縦軸は性能の良さを示し、横軸は時間の経過を示す。 
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「ローエンド」の市場に対してビジネスを行っている製品の性能は、当初、点Ａにお
いては、ローエンドの市場におけるユーザーが要求する性能と一致しているが、時間が
経過するに従って技術性能と市場の要求する性能には乖離が発生する。点Ｂにおいては
破壊的技術は市場の要求を上回る過剰な性能を提供している。その後も技術性能は向上
を続け、点Ｃにおいて上位の市場の要求を満たすようになる。この時点において、破壊
的技術は上位の市場に参入を果たす。 
ルーターの事例においては、当初は SOHO（小規模事業者向け）と考えて作られた製品
が、その何倍もの価格の上位ルーターの市場を置き換えた。より低価格で、よりシンプ
ルな破壊的技術が上位市場に参入した破壊的イノベーションの事例である。参入プロセ
スについてより詳しくインタビューする中で、「そもそも、そのような上位の市場は想
定していなかった」という感想と、「想定はしていなかったが、ユーザーの要望に応え
ることによって参入できて良かった」という意見に関心をもった。 
破壊的技術をもって上位市場に参入する際、当初は想定していなかった市場に参入し
ている。考えてみれば、下位市場に製品を展開しているのであるから、最初から上位市
場を目指しているわけではない。上位市場に参入を意図する時期であっても、上位市場
の「しきたり」がわからないし、どうすれば参入できるのか、どこから手をつけて良い
のかわからない。そもそも、ルーターの事例では、市場の「存在」すら認識されていな
かったのである。その後、技術と市場が偶然に邂逅する時点があり、その新結合を通し
て新市場への参入を果たしている。 
 このような、破壊的技術と市場の新結合のプロセス、もしくは破壊的技術による新市
場の創出プロセスについて、事例を通じて検討したいという考えが本論文の背景となっ
ている。 
 
第二節 本論文の目的  
 本論文においては、ハイエンド層と破壊的技術の性能曲線の交点の付近において、破
壊的技術がどのように市場に導入されていくのか、そのプロセスについて検討し、モデ
ルを提示することを目的とする。これにより、イノベーションが創出される環境につい
ての知見を得られる事が期待される。 
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第二章：先行研究のレビュー 
第一節 先行研究の概要 
イ ノベーションに関する先行研究として、以下の 3 つの理論について説明する。 
 「イノベーションのジレンマ」に関する研究 
 ユーザーによるイノベーションに関する研究 
 社会的ネットワークに関する研究 
 
第二節 「イノベーションのジレンマ」に関する研究 
本研究はクリステンセンによる「イノベーションのジレンマ」をベースとしたもので
ある。以下、イノベーションのジレンマについて説明する。 
 
第一項 破壊的イノベーション 
t
性能
ハイエンド層の
顧客の要求性能
ローエンド層の
顧客の要求性能
イノベーション
による性能向上
A
C
B
 
図 3 破壊的イノベーション 
クリステンセンによれば、イノベーションは「持続的イノベーション」と「破壊的イ
ノベーション」に分類される。 
「持続的イノベーション」は「持続的技術」によるイノベーションであり、「破壊的 
イノベーション」は「破壊的技術」によるイノベーションである。 
新技術の殆どは製品の性能を高めるものであり、これを「持続的技術」と呼ぶ。 
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ここで、性能とは、製品の主要な市場において顧客が重視している機能群を指す。 
持続的技術には、不連続的で抜本的なものもあれば、漸進的なものもある。しかし、性
能が向上しているという点では共通している。持続的技術の競争に勝利するのは一般的
に既存の企業である。持続的技術に関する競争は、既存の顧客により高い利益率で売れ
るより良い製品を提供する競争であるからである。実績のある既存の企業には、参入す
る強い動機があり、また競争できる資源を保持している。 
 
 持続的イノベーションは、このような持続的技術を用いて従来製品より優れた性能を
達成し、要求の厳しいハイエンドの顧客を獲得することを目指すイノベーションモデル
である。 
 一方、少なくとも短期的には製品の性能を引き下げる効果をもつものが「破壊的技
術」である。破壊的技術は、従来とは全く異なる価値基準を市場にもたらす。 
 一般的に、破壊的技術の性能が既存製品の性能を下回るのは、主流市場での話である。 
しかし、破壊的技術には、その他に主流から外れた、少数の新しい顧客に評価される特
徴がある。通常は、破壊的技術を利用した製品のほうが低価格・単純・小型で、使い勝
手が良い場合が多い。 
 
 破壊的イノベーションは、現在手に入る製品程には優れていない製品やサービスを売
り出す。破壊的技術は新しい顧客や、性能に関する要求がそれほど厳しくない顧客にア
ピールする。その結果、シンプルで使い勝手が良く、安上がりな製品をもたらす。 
 こうした破壊的な製品・サービスがいったん新しい市場やローエンド市場に足がかり
を得ると、改良のサイクルが始まる。そして、技術進歩のペースが顧客の利用能力を上
回るため、以前は不十分だった技術がやがて十分に向上し、より要求が厳しい顧客のニ
ーズを満たすようになる。 
 
 具体的には、イノベーションのジレンマの法則は下記のように整理できる。(早稲田大
学講義資料：根来 2008) 
 
1. 一般に、イノベーションによる性能改良は、顧客の要求（ニーズ）の上昇よりもはる
かに早いペースで進む。 
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2. イノベーションには、確立した市場での性能改良を追及する「持続的イノベーショ
ン」と無消費（消費がなんらかの障害によって妨げられている状況）を市場化する
「破壊的イノベーション」がある。 
3. 「破壊的イノベーション」による製品は、既存技術に比べてコストが安いが、最初は
性能が劣っているため、既存顧客のニーズを満たすことが出来ず、また既存技術の製
品に比べて収益性も低い。 
4. その結果、既存技術の成功企業は「持続的イノベーション」の追求を優先する。 
5. 一方、破壊的イノベーションは少しずつ改良され、やがて既存市場のニーズも満たす
ようになっていく。 
 
第二項 ローエンド型破壊と新市場型破壊 
    
t
性能
ハイエンド層の
顧客の要求性能
ローエンド層の
顧客の要求性能
持続的イノベーション ローエンド型破壊的イノベーション
 
図 4 ローエンド型破壊 
t
異なる性能尺度
異なる価値基準に
求められる性能
新市場型破壊的イノベーション
 
図 5 新市場型破壊 
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破壊的イノベーションには「ローエンド型破壊」と「新市場型破壊」の２種類が考ら
れる。 
 
主流の市場のローエンドに端を発する破壊的イノベーションを「ローエンド型破壊」
という。ローエンド型破壊は、実績ある企業にとって最も魅力の薄い顧客を摘み取るこ
とで成長する低コストのビジネスモデルであるが、既存の企業はローエンド型破壊に直
面すると、上位の市場に逃走するように仕向けられる。 
 一般にローエンド型破壊を可能にするイノベーションは、低い利益率で魅力的な利益
を実現するための、間接費を削減する改良と、資産を早く回転させるための、製造プロ
セスやビジネスプロセスの改良の組み合わせである事が多い。 
 
一方、「新市場型破壊」は、「無消費」、つまり消費のない状況に市場を作り出す事
によって起きる破壊的イノベーションである。 
 新市場型破壊製品は従来品に比べればずっと手ごろな価格で入手でき、しかもシンプ
ルで使いやすいため、それまで消費者ではなかった新しい人々がこの製品を手軽に購入
して利用するようになる。 
 
 新市場型破壊は、参入当初は独自の市場の中で無消費と対抗するが、性能が向上する
につれ、主流の市場の顧客を最も要求の甘い層から次々に引きずり込むようになる。そ
れは主流市場を侵略するのではなく、逆に、新製品を使う方が便利だと気づいた顧客を
主流市場から引きずり出す。新市場型破壊は当初は既存市場に参入しないため、既存市
場のリーダー企業は、破壊が最終段階に至るまで全く影響を受けず、脅威も殆ど感じな
い。実際、破壊者が自らの顧客のローエンド層を引きずり出し始めると、リーダー企業
はかえってせいせいする。利ざやの薄い顧客をを捨て上位顧客に資源を投入する選択と
集中の効果によって、一時的だが高い利益をあげるからである。 
 
第三項 競争地盤の変化（複数の性能要素による競争） 
 図 6 はデスクトップパソコンに使用されるハードディスク市場に起きた変化について
まとめた図である。 
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図 6 ハードディスクドライブの性能進化 (Christensen 1997) 
 
 確立された既存技術として 5.25 インチドライブのハードディスクの性能、破壊的技術
として、3.5 インチドライブのハードディスクの性能が示されている。 
 縦軸の指標は４回変化している。初めに記憶容量に関する競争が発生し、破壊的技術
としての 3.5 インチドライブのディスク容量がユーザーの満足する水準に到達する。 
次に、サイズに関する競争が発生した。より小さい 3.5 インチドライブの PC に対する需
要は大きかったが、供給量と組み込みコストの問題から市場の需要を満たすまでに一定
の時間がかかった。 
 次に、信頼性に関する競争が発生した。3.5 インチドライブの耐衝撃性と平均故障間隔
（MTBF）の性能がユーザーの満足する水準にまで到達すると、最後には価格競争が発生
する。 
 ここに到達して、3.5 インチ型のハードディスクはコモディティ商品となり、記憶容
量・信頼性等の水準を向上させたところでユーザーの興味は値段のみにあることから、
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価格プレミアムがとれない状況となる。「性能の供給過剰」、つまりユーザーが満足す
るレベルを超えた性能の提供は競争地盤の移行を促す重要な要因である。 
 競争地盤は機能、信頼性、利便性、価格の４段階で構成されるのが一般的である。競
争地盤の先触れになるということは破壊的技術の重要な性質である。 
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図 7 競争地盤の変化 
 
第四項 破壊的イノベーションの特徴 
持続的イノベーション、ローエンド型破壊的イノベーション、新市場型破壊的イノベー
ションのそれぞれの特徴について、表 1に示す。 
 
 
表 1 破壊的イノベーションの特徴 
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次の三組の事項について検討することにより、破壊的戦略であるかどうかを判断できる。 
 
１．そのアイデアが新市場型破壊になり得るか 
 これまで資金、道具、スキルがないという理由で製品・サービスが全く使用されず
にいたか？ 
高い料金を支払って専門家にやってもらわなければならなかった人が大勢いるか？ 
 顧客は製品・サービスを利用するために、不便な場所にあるセンターに行かなけれ
ばならないか？ 
 
２．そのアイデアがローエンド型破壊になり得るか 
 市場のローエンドには、価格が低ければ、性能面で劣るが十分目的を満たす製品を
喜んで購入する顧客がいるか？ 
 こうしたローエンドの「過保護にされた」顧客を勝ち取るために必要な、低価格で
も魅力的な利益を得られるようなビジネスモデルを構築することができるか？ 
 
３．競合他社 
・ このイノベーションは、業界の大手企業全てにとって破壊的だろうか？もし１社
もしくは複数の大手企業にとって持続的イノベーションである可能性があれば、 
その企業の勝算が高く、新規参入者の勝つ見込みは小さい。 
 
また、破壊的技術には、下記の重要な特性がある。 
 
 主流市場で破壊的製品に価値がないとされる原因となる特性が、新しい市場では強力な
セールスポイントになる事が多い。 
破壊的イノベーションで成功する企業は、破壊的技術の性能や機能を当然のも
のと捉え、それらの特性を受け入れる新しい市場に参入する。 
 一方、競合する既存の企業は既存の市場のニーズを重視し、破壊的技術が主流
市場で十分評価できると思えるまで破壊的技術を受け入れない。 
 これらの違いは最大の課題はマーケティング上のものであると考えるか技術的
なものであると考えるかにある。 
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 マーケティング上の課題だと考える企業は破壊的技術をそのまま用い、既存の
市場で役に立たないと思われている特性を活用して新しい市場に参入するが、技
術的な課題だと考える企業は既存の市場に適したものになるまで破壊的技術を改
良しようと考え、他の市場で基盤が作られた破壊的技術との競争に出遅れる。 
ハードディスクドライブの例で言えば、小型であるということが新しい性能指
標となっていたが、既存のメーカーはその重要性を認識しなかった。 
 
 破壊的技術を用いた製品・サービスは単純・低価格・高信頼性・利便性を備えることが多い。 
破壊的技術が主流市場を下から攻撃するようになると、主流製品より単純・低
価格で、信頼性が高く便利な製品が市場に参入する。 
 既存企業は、これに対抗するため、破壊的技術を用いるサービス・製品に「余
計な機能」を付加することが多い。しかしこれは既に過剰レベルに達した「機
能」段階の性能であるため競争に寄与せず、むしろコストを上げて競争力を失わ
せる原因となる。 
具体的には、ホンダのスーパーカブが米国に参入した事例が挙げられる。単
純・低価格・高信頼性・小型で利便性が高いという特徴を備え、ハーレー・ダビ
ッドソン等が占めていた米国の市場に参入を果たした。 
 
第五項  破壊的イノベーションとバリュー・ネットワーク 
企業は「バリュー・ネットワーク」の中に組み込まれている。 
企業の製品は、他の製品の中に、ひいては最終利用システムの中に構成要素として組
み込まれ、階層構造になっているからである。 
この「バリュー・ネットワーク」の枠の中で、企業は顧客のニーズを認識し、それに
応え、問題を解決し、資源を調達し、競争相手に対応し、利益を求 めていく。「バリュ
ー・ネットワーク」の中で、各企業の競争戦略、とりわけ今まで選択してきた市場をベ
ースとした新技術の経済価値の認識が定まる。実績ある企業は、期待する利益のために、
資源を持続的イノベーションに振り分け、破壊的イノベーションには振り分けない。 
このような資源配分のパターンが、実績ある企業が持続的イノベーションでは常にリ
ーダーシップをとり続け、破壊的イノベーションでは敗者となった原因となる。 
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 バリュー・ネットワークは入れ子構造になった生産者と市場のネットワークが存在す
る。各階層の構成要素は、このバリュー・ネットワークの中で生産 され、一つ上の階層
でシステムを統合する生産者に販売される。 
 例えばディスクドライブの設計と組み立てを行う企業は、磁気ヘッドの製造を専門と
する企業から磁気ヘッドを調達し、別の企業からディスクを購入 し、さらに他の企業か
らモーター、IC を購入する。その一つ上の階層では、コンピュータの設計と組み立てを
行う企業がディスクドライブを調達する。 
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図 8 バリュー・ネットワーク (高橋 2000) 
 
第六項 技術のSカーブとバリュー・ネットワーク 
技術の S カーブに関する理論(Christensen 1992)は、一定期間、または一定量の技術努力
によって得られる性能向上の度合いが、技術が成熟するに従って変化することを示して
いる。この理論によれば、ある技術の初期段階では、性能向上の速度は比較的遅い。そ
の技術が理解され、扱いやすくなってくると、向上速度は加速する。しかし、成熟段階
に達すると、徐々に理論的な限界に近づき、今まで以上に時間をかけたり、技術努力を
費やさなければ向上が見られなくなる。その結果、下図 9 のようなパターンが現れる。 
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図 9 一般的な技術の Sカーブ (Christensen 1997) 
 
成熟した技術の後継となる技術も同様のカーブを形成し、互いの S カーブが交差する
点において如何にうまく技術を乗り換えることができるかが戦略的な論点となる。 
S カーブが交差する典型的な構図は、１つのバリュー・ネットワークの中で持続的イノベ
ーションが起きる様子を表している。漸進的な技術改良により、性能は各々の技術曲線
に沿って向上するが、現行技術から新しい技術への移行の際には急激な飛躍が生じる。 
現行の技術がいずれ横ばいになることを予測し、全体的な進歩の速度を持続するための
新技術を見極め、開発、実用化する企業は、以前の技術で実績を積んでいる企業である。 
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図 10 破壊的技術の Sカーブ (Christensen 1997) 
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一方、破壊的イノベーションにおいては性能の向上は図 9 のようには描けない。破壊
的イノベーションの縦軸には、確立されたバリュー・ネットワークとは別の性能指標を
とらなければならないからである。 
破壊的技術は、まず新しいバリュー・ネットワークで商品化され、次に確立された既
存のバリュー・ネットワークに侵食するため、これを図式化するには図 10 のような S カ
ーブが必要である。 
破壊的技術は、独自のバリュー・ネットワークの中で、独自の軌跡に沿って出現し、
発展していく。別のバリュー・ネットワークで求められる性能のレベルと質を満たせる
までに発展すると、そのネットワークを侵食し始め、恐るべきスピードで既存の技術と、
既存の実績ある企業を駆逐する場合がある。 
 
図 9 と図 10 の違いが、既存の市場にいる大手企業を失敗に追い込むイノベーションの
ジレンマを示している。既存の市場における研究開発投資の増強、投資・計画期間の延
長、調査や予測、共同研究・共同事業などはいずれも図 9 のような持続的イノベーショ
ンの課題に取り組むためにとられた手段である。しかし、図 10 の状況は根本的に性質が
異なるため、このような対策では対応できない。 
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第三節 ユーザーからのイノベーションに対する貢献に関する研究 
第一項 ユーザーによるイノベーション 
従来の伝統的な考え方では、イノベーションはメーカーが行い、そこでメーカーは新
製品に関するニーズを感じ取り、それを満たす製品を開発し市場化するものだとされて
きた(小川 2000)。 
 
しかしその後、その前提に疑問を投げかける研究が現れてきた。時としてメーカーで
はなくユーザーがイノベーションを起こす事があるというのである。例えば科学機器の
場合、ヒッペル(von Hippel 1976)はイノベーションの 77%がユーザーが支配的なプロセス
によって引き起こされていることを示した。同様に、半導体産業・医療機器産業・ソフ
トウェア産業においても多くの割合でユーザーがイノベーションを起こす現象が観察さ
れた(von Hippel 1977; Shaw 1985; Voss 1985)。研究開発の方向付けのために顧客との接点を
持つ企業は多い（片平 1999）。 
 
一方、メーカーも依然としてイノベーションの過程で重要な役割を果たしている。ま
た、メーカーのより上流に位置するサプライヤーからのイノベーションの割合が高い業
界が存在する事も明らかになった(von Hippel 1988)。 
 
全体として示されているのは、イノベーションが発生する場所は条件に依存し、ある
条件の下ではユーザーがその役割を担っているということである。 
 
第二項 「期待利益仮説」によるイノベーションの発生場所の分類 
ヒッペル(von Hippel 1976)による主張は、基本的にはイノベーションの発生場所の分布
はプレーヤーに「期待される利益」の関数として説明できるというものである。 
例えば、もしユーザーが多くの利益を得る事ができると期待する一方で、メーカーが
期待できる利益が少ない場合には、ユーザーがイノベーションを担う。小川(小川 2000)に
倣ってこれを「期待利益仮説」と呼ぶ。ヒッペル(von Hippel 1988)は５つのサンプルにお
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いてこの仮説が支持されることを示した。同様にショー(Shaw 1985)も医療機器のイノベ
ーションにおいて支持されることを示した。 
 
表 2  期待利益仮説 
 
しかしながら、イノベーションの発生場所を説明するためには「期待利益仮説」のみ
では十分であるとは言えない。 
 
第一に、イノベーションは単一のプレーヤーによって行われるとは限らない。時にイ
ノベーションは複数のプレーヤーによる共同イノベーションとして行われることがある。
「期待利益仮説」ではメーカーあるいはユーザー（もしくはサプライヤー）といった単
独イノベーターを想定し、イノベーション場所の分布を説明しようとするため、共同イ
ノベーションの存在を想定しない。 
 
第二に価値基準に問題がある。全ての潜在的イノベーターが自分の期待する利益を同
一基準で評価するわけではない。プレーヤーが同一基準で期待利益を評価できない分野
では、期待利益仮説のモデルは実用性に乏しい。例えば産業界と学術界に跨る分野にお
いては産業界・学術界双方の評価基準は一致しない場合が考えられる。 
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第三項 「情報の粘着性」によるイノベーションの発生場所の分類 
 
表 3 情報の粘着性仮説 
これらの課題を踏まえ、ヒッペル(von Hippel 1994)は改めてイノベーションの発生場所
に関する定義に異なる枠組みを与えた。 
 
問題を解決するためには、必要となる情報と問題解決能力が結合されなければならな
い。その一方で、技術あるいはニーズ関連の情報を元々保持されている場所から別の場
所に移転し、利用するためにはしばしばコストがかかる。ヒッペル(von Hippel 1994)はイ
ノベーション関連の情報を移転し利用するコストがイノベーションの発生場所を説明す
ると主張する。 
情報の移転の難しさを情報の「粘着性」と定義する。情報の「粘着性」とは、その情
報を使用可能な形で特定の場所に移転するために必要な費用であり、逓増的である。 
この情報の移転費用が低いときには情報の粘着性は低いとされ、高いときには粘着性が
高いとされる。 
ここで、「受け手に利用可能な形での」情報の移転とは、ある情報の存在を確認し、
その意味を理解し、操作できるというところまでの活動全てを含んでいる。 
 
情報を移転するためにコストが必要となり粘着性が増大する理由として、下記が考え
られる。 
第一に、情報移転のコストは情報そのものの性質によって変動する(Polanyi 1958; Daft 
1986; Daft 1987; Winter 1987; Nonaka 1995; Zander 1995)。例えば暗黙知と言われる知識に関
しては、行為者自身すら明確にわかっていない知識をコード化する作業が必要となる。 
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 ポランニー(Polanyi 1958)によれば、人間が持つ多くのスキルと専門的知識は暗黙的なも
のである。 
第二に、情報移転のコストは情報の受け手と送り手の属性によっても変化する(Allen 
1977; Katz 1980; Katz 1982; Pavitt 1987; Cohen 1990; Jensen 1995; Szulanski 1996)。情報の受け
手が、獲得する情報を利用することができるスキルや情報を持っているかは定かではな
い。 
 例えばギリシャ語の知識がない受け手にギリシャ語で書かれた本を渡しただけでは、
情報の移転にはならない。ギリシャ語の翻訳、もしくはギリシャ語のスキルの取得のた
めのコストが必要となる。企業においても、外部の新しい情報をどれだけ利用できるか
は、企業が持つ事前知識の量に依存している。 
第三に、イノベーション関連の問題を解決するのに十分な情報を移転するコストは、
その問題解決者が必要とする情報量に依存する。時として、イノベーションを達成する
ためには膨大な情報が必要となる時がある。 
例えば、飛行機の新規導入に際しては、起こりうる状況を可能な限り予想しようとす
るが、そのためには飛行機の使用環境に関する様々な情報を開発実験室に移転する必要
が生じる(Collins 1982; Rosenberg 1982; von Hippel 1995; Burke 1996)。 
 
この「情報の粘着性」が、イノベーション関連の問題解決場所に影響を与える(von 
Hippel 1994)。まず、必要とされている情報が粘着性が高く、また１か所にだけ存在する
場合、他の条件を一定とすれば、問題解決はその場所で行われる。さらに、粘着性が高
い情報が２つ以上の場所にあり、それらが問題解決のために必要となる場合、粘着性の
高い情報が存在する複数の場所をいったりきたりしながら問題解決が進行する。 
 
イノベーションにはニーズに関する情報が必要となり、それはユーザーの活動場所で
最初に発生する。また、イノベーションには技術的解決案に関する情報も必要となるが、
このような技術情報はしばしばメーカーによって生み出され、最初はメーカーの活動場
所にある。イノベーションが達成されるためには、これらのニーズ情報と技術情報を結
合することが必要である。従って、これらの情報を、少なくともある一定の量、一方か
ら他方へ移転することが必要となる。 
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このような情報の粘着性についての議論を踏まえると、下記の事柄が言える。 
 イノベーションは技術情報・ニーズ情報といった２つ以上の種類の情報を結合する
ことによって生まれる。 
 それらの技術情報・ニーズ情報は物理的に異なる場所で生成・存在することがあり、
しかもそれらの粘着性が高い場合がある。 
 粘着性の高い場所のプレーヤーがイノベーションを起こす。粘着性の高い場所が複
数存在する場合には、それぞれの場所において、その場所を担当するプレーヤーが
課題を解決してイノベーションを進行させる。 
 
イノベーションの発生場所に関する粘着性に関する議論は、以下の意味で期待利益の議
論を補完する。 
 期待利益仮説が複数のプレーヤーによるイノベーションを説明しないのに対し、粘
着性の議論は共同でイノベーションを起こす枠組みを持つ。 
 期待利益仮説が「期待利益」の価値基準の同一性を保証できないのに対し、粘着性
の議論は「イノベーションに関連する情報を移転するコスト」という観点で同一基
準を適用できる。 
 
第四項 問題解決のプロセス 
ユーザーにおけるニーズ情報の粘着性が高く、また、メーカーにおける技術情報の粘
着性も高い状況（表 3 における 4 番目の候補）について考える。 
このような場合、イノベーションに結び付く問題解決は試行錯誤による学びのサイク
ルを通じて進んでいく。試行錯誤プロセスの各サイクルの中で、複数の場所に存在する
粘着性の高い情報へのアクセスが必要となる場合、開発活動の進展にしたがって、その
活動の場所を粘着性の高い情報が存在する場所に何度も移動する必要が出てくる。 
例えば、ニーズ情報は製品ユーザー側で粘着性が高く、技術的ソリューション情報は
メーカー側で粘着性が高いと仮定する。ユーザーは、望ましい新製品やサービスを確定
するために、自分の手近にあるユーザー・ニーズ情報に依存して開発プロジェクトを開
始する可能性が高い（次ページ図 11）。 
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メーカー行動 ユーザー行動メーカーとユーザーの境界
ユーザーは望ましい製品やニー
ズを見極めるために、手元にあ
るニーズ情報に依存する
メーカーは仕様書に従って試作
品を開発するため、手元にある
能力情報に依存する
メーカーはユーザーが満足する
まで試作を繰り返す
ユーザーは必要に応じて仕様書
を変更する
ユーザーは試作品を評価するた
めに、手元にあるニーズ情報と
利用状況に関する情報に依存す
る
ユーザーは満足するまで試作品
の評価を繰り返す
 
図 11 問題解決のプロセス 
 
 このユーザー・ニーズに関する情報は粘着性が高いため、最善の努力を図ったとして
も正確ではない情報をメーカーに提供することになってしまう。すると、メーカーは自
社のソリューション情報を、その部分的に正確なユーザー情報に適用し、ユーザー・ニ
ーズに対応していると考える試作品を提供し、それをテストしてもらうためにユーザー
に送る。試作品が満足すべきものでなかった場合（それは頻繁に発生する）、製品は改
良のためにメーカーに返送される。 
 いくつかの実証的研究が示しているように、問題解決者は、粘着性の高いニーズ情報
のある場所と技術的ソリューション情報がある場所を何度も訪ね、満足のゆく製品設計
に到達するまで努力を重ねることになる。 
27 
 
 
第四節 社会的ネットワークに関する研究 
本節ではイノベーションに関連する、人的ネットワークの効果について説明する。 
 
第一項 「弱い紐帯」の理論 
 
図 12 弱い紐帯 
http://innovativestrategy.wordpress.com/ 
「弱い紐帯の強さ」はグラノヴェッター(Granovetter 1973)による概念であり、就職先の
発見プロセスを観察することによって実験的に得られた知見である。その知見は次のよ
うなものである。 
 
282 人のホワイトカラー労働者を無作為に抽出し、現在の職を得た方法を調べたところ、
よく知っている人より、どちらかといえば繋がりの薄い人から聞いた情報を元にしてい
た。具体的には、調査対象者のうち１６％の人が「しょっちゅう」会っている人の“つて”
で仕事を得たのに対し、８４％の人が「時たま」あるいは「ごくまれに」しか会わない
人の“つて”で就職していた。 
この事実から、 身近な人の情報は自分の情報と重なっている部分が多く、有益な情報
は「あまり身近でない知人」が多くもたらすという結論が導き出される。このような
28 
 
「あまり知らない」間柄を「弱い紐帯」と呼ぶ。「弱い紐帯」で結ばれた関係は、「強
い紐帯」で結ばれた緊密な関係よりも、有益な情報をもたらす。 
 この考え方は、社会的ネットワーク理論において非常に重要な発見となっただけでな
く、企業のイノベーションや創造性研究の分野においても、「弱い絆」の集合がもたら
す創造性は、同一組織内や似たような環境にいる近しい存在の集合による創造性よりも、
優れた結果をもたらすという一連の研究へと発展した。 
 
ブリッジ
 
図 13 ブリッジ 
 
これを踏まえ、高橋(高橋 2007)は「弱い紐帯」と「ブリッジ」の相違について論じてい
る。「ブリッジ」とは、ネットワーク構造の中で、2 点間を結ぶ唯一のパスとなっている
線のことを言う（図 13）。グラノヴェッターの議論においては、ブリッジは 1 本のパス
であるが、緊密な関係においては情報交換するノードが増え、1 本ではいられないことか
ら、「ブリッジ」であれば必ず「弱い紐帯」となるとされた。 
 しかしながら、高橋は、ブリッジであれば必ず弱い紐帯となるという議論には根拠が
存在せず、ブリッジであれば弱い紐帯である可能性が高い、という傾向を指摘している
に過ぎないと述べる。同様に、安田(安田 2010)も紐帯の強弱と、その紐帯が構造的にブリ
ッジであるかどうかは異なる次元の話であると述べる。安田によれば、グラノヴェッタ
ーの「弱い紐帯の強さ」において議論されたのは弱い紐帯の強さではなく、ブリッジの
強さである。ブリッジは最短経路を構成するパスとして情報伝達に貢献し、異なる集団
からの 1 次情報を伝達する重要な役割を果たす。一方、紐帯の弱さ（パスの細さ）はむ
しろ、情報の伝達を阻害する要因となる。また、紐帯が弱いことは、ブリッジそのもの
が消滅してしまう要因になる。実際、安田(安田 2004)によれば、弱い紐帯は高い確率で消
滅していくことが示されている。 
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第二項 「構造的空隙」の理論 
 
 
図 14 構造的空隙 
http://innovativestrategy.wordpress.com/ 
 
グラノヴェッター(Granovetter 1973)を踏まえ、バート(Burt 1992)は得られる情報の量と
質とネットワークの維持コストという観点から、企業が競争優位を確立するためのネッ
トワーキングのあるべき方針として、構造的空隙を埋める絆の重要性を提示した。 
バートによれば、ネットワーキングによって有益な情報を効率的に得るためには「重複
しないコンタクト」が重要となる。 
 
同一のグループへ複数のリンクを張るのは、得られる情報が重複するため非効率であ
る。それぞれのリンクを維持するコストは、リンク先が別々のクラスターのノードに分
散していても同一クラスターへ重複していても同じであるから、リンク維持コストに対
する得られる情報利益は、リンク先が同一クラスターへ重複するほど低下する。逆に、
リンク先を分散させることで、同じコストで重複しない多様な情報を獲得することが出
来る。つまり、バートは「ブリッジ」を増やすことによって有利になると述べた。構造
的空隙をより多くもつことで、情報利益をより多く得ることができる。一方で、ブリッ
ジを維持するコストは相応に高い(安田 2004)。ブリッジは時間の経過と共に高確率で消滅
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することが示されている。これを防ぐため、紐帯を強めるための意図的な努力が必要と
なる。 
異なるクラスターから得られる情報利益に加え、構造的空隙は情報を統制すること
による統制利益を生み出す。自らを経由することによってのみ情報が流通できるという
ことは、両端に存在するノードに対する情報の流通をある程度制御できることを意味す
る。これを他のノードとの交渉に活かしたり、情報の非対称性に結びつけたりすること
によって情報の統制利益を得ることができる。自らの側には構造的空隙が多く、他社の
側には構造的空隙が少ないプレーヤーは、構造的に自立しており有利である。 
 
第三項 異業種交流（Closs-Pollination）の効果 
フレミング(Fleming 2004)は、17、000 以上の特許を解析する事により、チームの多様
性とイノベーションの品質の関係について論じた。 
これによれば、チームの多様性とイノベーションの品質には負の相関がある。つまり、
一般的に、チームの多様性が増すとイノベーションの品質は落ちる傾向にある。一方で、
分散については逆の事が言える。つまり、チームの多様性が増すと、イノベーションの
品質に関するばらつきが増す。 
 
図 15 異業種交流の効果 (Fleming 2004) 
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この分散の増大による効果で、上図のように、「大きなブレークスルー」はチームの
多様性が多い場合に生じる。例えば、物理学と経済学のコラボレーションは、数学的な
最適化手法が似通っているために安定した成果を出すが、ブレークスルーは少ない。 
 一方、経済学と心理学というような離れた分野のコラボレーションは、研究に用いら
れる手段が異なるために失敗する可能性が大きいが、大きなブレークスルーを生じるこ
ともある。 
 
大きなブレークスルーを生じさせるための条件として下記が挙げられる。 
 成熟した分野同士をコラボレーションさせる。例えば、半導体分野と機械分野を統合
したナノテクノロジー業界は大きなブレークスルーを生み出している。一方で、原子
力技術の他分野への応用においては、当初は失敗が多く見られた。 
 特定の分野に熟練した者同士をコラボレーションさせる。その熟練者は必ずしも「広
い知識」を持っていなくとも良い。 
彼らはなかなかコラボレーションしたがらないが、一方で深い洞察力を持ち、分野同
士を融合させた場合に起こりうるシナジーを予想できる。 
 
多様性が高い程ブレークスルーの度合いが高いということは、ブリッジする分野同士
の相関が低い程ブレークスルーの度合いということを意味する。また、成熟した分野・
熟練した人材同士がコラボレーションする程良い結果が得られるということは、高い専
門性を持つ分野同士のコラボレーションがイノベーションに結びつくことを示している。 
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第三章 検討内容と検討手法 
第一節 本研究における検討課題と初期仮説 
性能
ハイエンド層の
顧客の要求性能
ローエンド層の
顧客の要求性能
イノベーション
による性能向上
A
C
B
過剰な性能
t t
G
D
E
F
t1 t2
市場の発見
技術の発見
イノベーション
 
図 16 本研究の検討課題（ローエンド型） 
本研究は、 
 破壊的技術が市場に参入するプロセスの解明 
を課題とする。 
 上図 16 に、クリステンセン(Christensen 1997)における「ローエンド型破壊」の図を示
す。点Ｃの付近において、破壊的技術が市場に参入している。 
この C 点付近を詳しく説明するために、図 16 の右図のようなモデルを考える。これは、
ルーターの事例についてインタビューした際に感じた違和感を基にしたものである。上
位の市場を想定していなかった開発者は、ユーザーの存在を認識して市場の「存在」に
気付き、製品のカスタマイズを行って参入していく。図 16 の点 C の部分をこの事例から
見ると、そのような、市場の認識と技術のカスタマイズのプロセスが存在していると思
われる。つまり、点 C 付近を拡大すると、単に 2 つの直線が交差するだけでは説明でき
ない事象がある。これを説明するために右図のような仮説モデルを設定し、事例を通じ
た検討を行う。 
右図の点Eの時点において、破壊的技術は上位市場の存在に気づく。一方、同時に、点
Dにおいて、市場のユーザーが破壊的技術の存在に気づく。これにより互いが連携するこ
ととなり、点Fにおいてイノベーションが達成される。市場の存在に気づいたことにより
破壊的技術の開発は効率化され、市場の発見（点E）から製品の完成（点F）までの区間
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においては性能の向上速度が加速する。これは、投入される経営資源の増加と、必要と
される機能が詳細に認識される事が要因となっている 1。一方、市場側の要求性能は点D
から点Fにかけて低下する 2。これは、点Fにおいて破壊的技術が市場に投入される際には、
従来の製品と比較してよりシンプルで低価格な製品が市場に投入されるという事実を反
映している。 
t
性能
製品に必要となる
性能のイメージ
イノベーション
による性能向上
A
B
t
性能
E
D
F
t1 t2
技術要素の発見
製品イメージの確定
イノベーション
C
 
図 17 本研究の検討課題（新市場型） 
新市場型破壊のイノベーションについても同様に言える。具体的には、上の図におい
て、点Ａ、点Ｂのように表わされていた新市場型の性能向上を、より詳細に説明するも
のが右図のようなモデルであると考える。 
点 D において、破壊的技術が必要とされる潜在市場において新しい市場を立ち上げよ
うとしているユーザーが存在していることに気づく。一方、そのようなユーザーは、そ
の点 E で破壊的技術の存在に気づく。互いが連携することとなり、点 F においてイノベ
ーションが達成され、新市場に向けて製品が投入される。 
 
第二節 検討手法 
上記のイノベーションのプロセスを検討するため、４つの事例についての調査を行っ
た。「ローエンド型破壊」と位置づけられる事例を 2 事例、「新市場型破壊」と位置づ
けられる事例を 2 事例、計 4 事例である。事例に関する情報としては、インタビューと
雑誌記事等の公開情報を用いた。 
                                                          
1 技術性能の改善速度の向上プロセスの詳細については Appendix において述べる。 
2 市場の要求性能の低下プロセスの詳細については 第五章 第二節と Appendix に述べる。 
34 
 
具体的には、下記の４事例について検討する。 
 ローエンド型破壊的イノベーションの事例： 
・ ヤマハ株式会社のルーター 
個人事業者向けの低価格ルーターが業務用の上位市場に参入した事例。 
・ 株式会社アールエフの口腔内カメラ 
鉄道模型用の超小型カメラが業務用口腔内カメラの市場に参入した事例。 
 
表 4 ローエンド型破壊的イノベーションの事例 
 
 新市場型破壊的イノベーションの事例： 
・ アップル社の「iPod」の事例 
PC ユーザー向けの携帯音楽プレーヤーの開発事例。 
・ クリプトン・フューチャー・メディア株式会社の「初音ミク」の事例 
サブカルチャー層向け、バーチャルキャラクターを想定した音楽ソフトウェアの
開発事例。 
 
表 5 新市場型破壊的イノベーションの事例 
 
以下、第四章において上記の４事例を詳述し、続いて、第五章において事例から得られ
る仮説モデルについての考察を行う。 
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第四章 事例研究 
第一節 ヤマハ株式会社 (ルーター事業) 
 
 
図 18 ヤマハのルーター事業 
■ ヤマハのルーター事業 
本節では、ローエンド型の破壊的技術の事例としてヤマハのルーター事業を取り上げ
る。 
ヤマハは、当時最低５０万円と言われていたルーター市場に２０万円以下の価格で参
入し、当時の調査において「ウルトラローエンド」と分類された小規模事業所向けの国
内新規市場に地位を確立した。 
その後、ルーター市場そのものも大きく変化した中、ヤマハは現在もローエンドのル
ーター市場において確固たる地位を確立している。 
 
■ ルーターの発売 
ヤマハは１９９４年３月にルーター「ＲＴ１００ｉ」の発売を開始することを発表し
た。市場価格を大幅に下回る２６万円（実勢価格は１９万８０００円）での発売であっ
た。 
 
36 
 
ルーター事業はヤマハにとっての新規分野であったが、その源流は電子キーボード
「ＤＸ７」（１９８３年５月発売）に遡る。「ＤＸ７」に用いられた音源用ＤＳＰの技
術を通信分野に活かせないか、という発想から１９８７年にファックスモデムＬＳＩが
開発され、米国において月２０万個を売るヒットとなった。 
こうして通信分野のＬＳＩを手掛けるようになったヤマハは、引き続いて１９８９年
にＩＳＤＮ用のチップを開発した。このＩＳＤＮ用ＬＳＩの開発がルーターの開発に繋
がる。 
 
ＩＳＤＮのチップセットを用いる製品を検討するため、ヤマハの開発陣は、設立して
間もないＩＩＪを訪れた。 
当時、ＷＩＤＥではＳｕｎのシリアル回線用のルータソフトウエア「Ｓｕｎｌｉｎｋ 
ＩＲ」を使って、ＩＳＤＮの６４Ｋｂｐｓでの利用を実験していた。 
ＰＣを用いたダイアルアップＩＰ接続は、まだ始まっていない時期であった。 
Ｅｔｈｅｒｎｅｔで接続し、擬似的にモデムのように見せるような製品を作るのはどう
か、とヤマハの開発陣は質問した。 
これは、一般的な方式であったＲＳ－２３２Ｃを用いてコンピューターと接続しても
３８４００ｂｐｓまでの通信速度しか出ないため、ＩＳＤＮの速度である６４Ｋｂｐｓ
を使いきれないからである。 
これに対し、ＩＩＪの吉村氏（以下敬称略）は「普通のルーター」を作成できないか
と回答した。実験している環境にそのまま使える製品ということである。 
数ヵ月後、ＲＴ１００ｉ のプロトタイプが出来上がってきた。完成度の点では十分であ
った。０.１～０.３秒程度でＩＳＤＮ回線の接続が確立する。ＩＳＤＮを使っていると言
わなければ、６４Ｋｂｐｓの専用線で接続していると言っても分からないというものだ
った。ＩＩＪは数台のプロトタイプを借り、テストを重ね、ファームウエアのアップデ
ートに協力した。「ＮＡＴ」や、「ＩＰマスカレード」の機能も初期から実現していた
し、簡単なフィルタリングもでき、「ちゃんとしたルータ」として完成していた。 
 
その後、ネットワーク機器ベンダーからＯＥＭ販売するという計画が出た。その情報
をＩＩＪ東海のオープニングイベント時に吉村が聞き、「なんで ヤマハブランドで出さ
ないのか」と、「なんであんなに熱くなったのかと思うくらい熱弁をふるった」。 
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ヤマハのブランドは楽器やバイクなど非常にイメージがよく、ネットワーク、コンピ
ュータでは実績はないが、ＯＥＭ候補になっているベンダーよりはるかに一般に対する
イメージがよい。これからインターネットは一般のものになるのだから、マイナーなネ
ットワークベンダーよりいいんだ！、というように話していたところ、そこに住友商事
の吉井氏が居合わせ、住友商事はヤマハと取引もあるということで、住友商事が販売に
協力するということを検討するということになった。 
 
こうして１９９４年３月、「ＲＴ１００ｉ」は誕生した。 
 
図 19 RT-100i (ヤマハ株式会社Webサイトより) 
 
「ＲＴ１００ｉ」はＳＯＨＯ等の小規模な会社をターゲットにして２０万円を下回る
価格で販売された。実際、量販店・代理店の双方で購入する顧客は小規模事業者が殆ど
であった。 
ＩＩＪの吉村は、メーリングリストを用いてＲＴ１００ｉのサポートを行うコミュニ
ティを立ち上げた。メーリングリストにはヤマハ関係のエンジニアも非公式な形で参加
し、不具合対応はこのメーリングリストを用いて迅速に行われた。 
商用ＩＰ接続プロバイダが登場したのが１９９４年であり、メーリングリストを使用
したサポート対応は当時としては珍しい方法であった。１９９４年１０月には、初の商
用Ｗｅｂブラウザ「Ｎｅｔｓｃａｐｅ」が公開された。「ＲＴ１００ｉ」は商用インタ
ーネットの幕明けの時期に登場したと言える。 
 
ヤマハのルーター事業の営業のために新しく住商情報システムに加入した谷山氏は全
国を営業で回った。 
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そこで判明した事は、ＩＰルーターとしての機能に加えて「ＩＰＸ」機能に対する要
求が極めて強いことであった。 
 
当時はまだ、ＴＣＰ/ＩＰは主流ではなかった。殆どの中小企業の企業内ネットワーク
においてはＮｏｖｅｌｌ社の「Ｎｅｔｗａｒｅ」が使用されていた。この「Ｎｅｔｗａ
ｒｅ」が使用する通信プロトコルが「ＩＰＸ」である。 
ファームウェアの更新により、「ＲＴ１００ｉ」は発売３ヵ月後に「ＩＰＸ」に対応す
ることになった。 
「ＩＰＸ」と「ＩＰ」を変換するブリッジ機能も提供された。当初は問題が多かった
が、ユーザーからのフィードバックを受けて迅速に改善された。 
 
■ ファミリーマートの情報システム 
１９９４年、ファミリーマートはＭＡＴ（Ｍｕｌｔｉ－Ａｃｔｉｏｎ Ｔｅｒｍｉｎ
ａｌ）を導入し、発注・検品機能を店舗端末に搭載した。また、同年９月、ＩＳＤＮの
全店舗導入を完了した。 
ファミリーマートの情報システムは、株式会社ＣＲＣ総合研究所（現 伊藤忠テクノサ
イエンス）がベンダー企業となって開発をサポートしていた。 
唐沢氏（以下敬称略）もＣＲＣ総合研究所においてファミリーマートの情報システム
を担当した１人である。唐沢は通信システム部の検討を担当し、ファミリーマートに常
駐していた。 
 
１９９０年前半の時期、ファミリーマート内のネットワークはＮｅｔｗａｒｅで構成
されており、唐沢は社内ネットワークを外部ネットワークとブリッジする業務等を行っ
た。社内のコンピュータはＷｉｎｄｏｗｓへと移行しており、コンピュータが徐々にオ
フィスに浸透していく時期であった。ファミリーマートはかなり早い時期から業務に電
子メールを使用し始め、社外の企業にもその使用を推薦した。 
 
唐沢がＩＳＤＮルーターを検討したのは、店舗においても複数のネットワーク端末が
使用される状況が容易に想定できたからである。 
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ヤマハのＩＳＤＮルーターの導入以前に使用していたのは、Ｔｅｌｅｂｉｔ社の「Ｎ
ｅｔＢｌａｚｅｒ」であった。しかし、「ＮｅｔＢｌａｚｅｒ」は様々なプロトコルに
対応する柔軟性を持っていたが、筺体が大きく、故障し易かった。 
特にフロッピーディスクの障害が発生すると通信機能に障害が起きるのは問題であっ
た。通信障害で業務が滞った場合、それは本部の責任になる。末端の店舗に導入するＩ
ＳＤＮルーターには、より高い信頼性が求められた。 
また、「ＮｅｔＢｌａｚｅｒ」は４０万円以上と価格が高すぎた。そもそも、「ＲＴ
１００ｉ」と比較すれば、当時のルーターは全てが高額であった。シスコ製品はセット
で１００万円以上、ルーセントの製品も同様である。「ＲＴ１００ｉ」以降、ＮＴＴ－
ＭＥ（ＢＵＧ）、ＮＥＣ、古川電工等から次々にＩＳＤＮルーターが発売され、低価格
なルーターの市場が立ち上がった。 
 
■ 支店間接続のためのルーター改善 
ＩＳＤＮルーターについて問題意識を持っていた唐沢は、「ＲＴ１００ｉ」の発売を
知り２台購入し、対向で実験を行った。その結果、コマンド入力に対するレスポンスが
早い事、設定が簡単である事、筐体が小さく頑丈であることを実感し、店舗導入の候補
として考えられることが判明した。 
ファミリーマートの社内はＮｅｔｗａｒｅで構成されていたため、「ＲＴ１００ｉ」
がＩＰＸに対応していることも重要なポイントとなった。 
 
更なる情報を得るため、唐沢は、住商情報システムの谷山にコンタクトし、下記の要
求条件について質問した。 
 ＷＡＮ側のポート数を増やす事ができないか 
ＷＡＮ１ポートでは、支店間の接続において支店側のポート数が足りなくなる。支
店用としてＷＡＮ側のポート数が多いモデルが必要であった。 
 耐久性があるか 
店舗において使用される機器には、「踏んでも壊れない」耐久性が欲しいと唐沢は
考えていた。実際、店舗における機器の取り扱いは大変雑で、蹴ったり落としたり
することは十分考えられた。 
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ＷＡＮポート数を増やして欲しいという要求を受け、１９９６年、ヤマハは８ポート
まで増設可能な「ＲＴ２００ｉ」を発売した。このルーターを用いて支店間の接続試験
が行われた。ＩＳＤＮの回線をまとめて使用する機能も搭載され、通信需要に応じて回
線設定が可能となった。 
 
また、耐久性に関しては、「ＲＴ１０２ｉ」モデル以降は電源のアダプタが外付けに
なった。これにより、電源周りの信頼性が更に向上した。 
これ以前から、ヤマハのルーターは信頼性が高かった。コンサート用機器に要求され
る水準で管理されていたからである。特に電源の技術は極めて高く雷が落ちても動作し
ていた事もあった。「何か調子がおかしい」と相談されてスーパーマーケットまで見に
行ってみたら、ルーターの上部に水滴が落ちてきており、それでも動いていた事に驚く
という事例もあった。落下試験に関しては３０ｃｍまで検査されていたが、唐沢が試み
にヤマハのルーターを６０ｃｍから落としてみても問題なく動作し続けた。 
 
■ 店舗システムのためのルーター改善 
ファミリーマート店舗への導入のため、続いて唐沢は次のような要望を出した。 
 無料コールバックとＴＦＴＰを用いてソフトウェアの自動設定ができるシステムを作
りたい。 
 
店舗に設置されたルーターの設定をアルバイトの店員が行うのは現実的ではないので、
ネットワークを介したソフトウェアのアップデートが望ましいが、ヤマハのルーターは
当初から「ＩＳＤＮのプロトコルを利用した無料コールバック」と「ＴＦＴＰプロトコ
ルを用いたテーブル更新」を提供していた。 
これを利用して、ＩＳＤＮの線を繋げて電源を投入すれば設定完了というシステムを
作りたいという要望であった。 
 
上記の要望を受け、ヤマハと住商情報システムは、ネットワーク上のサーバーとＩＳ
ＤＮルーターから構成されるシステムとそのためのソフトウェアを開発した。これによ
り、各店舗におけるルーターの設定が簡便化され、稼動状況の監視を無料で行うことが
可能となった。 
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■ 店舗導入 
上記のような改善を経て、１９９８年１１月、ヤマハのルーターは全国５４００店舗
のファミリーマートに導入された。 
個人事業者をメインとしていた当時のヤマハにとっては異例の事であり、担当してい
た部長が本当にそんなに買っていただけるのですか、とファミリーマートまで訪れる案
件であった。 
以後、ヤマハのルーターは様々なビジネス用途の案件に採用されることになり、一
般・個人向けのルーターがコモディティ化していく中、小規模ビジネスユースのカテゴ
リにおいて堅調なリプレース需要を維持している。 
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第二節 株式会社アールエフ (口腔内カメラ事業) 
 
 
図 20 アールエフの口腔内カメラ事業 
■ アールエフの口腔内カメラ事業 
本節では、ローエンド型の破壊的技術の事例として株式会社アールエフの口腔内カメ
ラ事業を取り上げる。 
アールエフは、当時１万ドル以上の価格であった米国の口腔内カメラ市場に２２万円
強の価格で参入し、全米の８５％のシェアを獲得した。 
その後、販売チャネル等の困難に遭遇しながらも日本の市場にも参入を果たし、現在で
は歯科医院の２５％に導入されている。 
 
■ ＣＣＤカメラの開発 
株式会社アールエフは１９９３年に社長の丸山氏（以下敬称略）が夫婦２人で設立し
た。最初に開発した商品は３５ｍｍフィルムケースサイズのワイヤレスＣＣＤカメラ
「ＣＤ－５Ｃ」である。シャープの４１万画素のＣＣＤに無線機能を搭載した。これを
６万８０００円で売り出すと、秋葉原の店から数百万円単位での注文が来た。同様のカ
メラを買うと１０数万円かかる時期であった。カシオ計算機の「ＱＶ－１０」が６万８
０００円で発売されるのは１年後の１９９４年である。 
次に丸山が開発したのは、ＧＨｚ帯での無線通信機能を搭載した「ＧＨｚＬｉｎｋシ
リーズ」であった。これは放送用の機器として開発され、従来の数百万円するカメラを
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購入する余裕のないケーブルテレビ会社に相談されて開発した。これは従来の１/１０の
価格の１３万円で販売し、十分に元がとれた。この製品は屋外コンサート等にも使用さ
れ、最終的にはアトランタオリンピックにおいて特注品「ＡＭＲＩＩ」が使用された。 
 
こうしてアールエフのＣＣＤカメラが徐々に使用されるようになっていく中、アール
エフのＣＣＤカメラを自分で改造して鉄道模型に搭載したというユーザーの話が新聞記
事になった。 
丸山は、それならば価格を安くして本格的に売り出したら喜ばれるのではないかと考
え、鉄道模型用のカメラ「トレインスコープ」を開発して販売した。 
「トレインスコープ」は１９９５年にレール幅１６.５ｍｍ用、１９９８年には９ｍｍ
用、２００３年には６.５ｍｍ用と順次開発され、超小型サイズまでラインナップが取り
揃えられている。 
 
図 21 トレインスコープ (株式会社アールエフ Webサイトより) 
 
■ 米国医師の訪問 
１９９６年、長野の本社に訪問客があった。米国で長く歯科医を開業していると自己
紹介したマイケル吉田氏であった。吉田氏は、親族の法事で日本に帰国し実家の千葉に
寄ったことがきっかけとなり、長野まで来ていた。 
彼は、日本の友人が「トレインスコープ」を使用しているのを見て、これを「口腔内
カメラ」に応用できないかと思いつき、そのアイデアをアールエフに相談するために訪
問したのである。 
画像を見せながら治療することにより患者の納得が得られるというインフォームドコ
ンセントの観点から、米国において口腔内カメラは既に広く普及していた。 
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しかし、そのカメラの装置一式の値段が大変に高く、１万ドル、ものによると２万ド
ルかかる。それは、口腔内を明るく照らすために自動車用の大きなハロゲンランプを使
用し、その光を光ファイバーを用いて先端部までもっていっているからであった。 
このような構成になっているため、歯科医は光ファイバーを通した長いケーブルを引
き回す必要があった。また、装置の移動が難しいため、１つの個室に１つの装置が必要
となっていた。 
 
丸山はそれまで口腔内カメラの存在すら知らなかった。しかし、マイケル吉田氏の熱
い語り口と、「１万ドル、ものによると２万ドルかかる」という非常に高い値付けに対
する「それはないだろう」という思いから、「わかりました。やってみましょう。試作
品が出来次第、吉田さんに送ります。使ってみて、歯科医としての評価をしてくださ
い」と依頼を受けた。 
 
■ 口腔内カメラの開発 
こうして口腔内カメラの開発が始まった。形状そのものは吉田医師が使用しているも
のを絵で説明した。設計図ではないが、全く同じものを作る必要はないので十分であっ
た。 
これを踏まえ実際に試作してみると、様々な問題があることが判明した。カメラのレ
ンズの前にＬＥＤ照明を取り付けたが、光源があまりにＣＣＤの近くにあり、反射の除
去が難しかった。 
加えて、口腔内の湿度でレンズが曇ってしまうという問題もあった。試行錯誤の末、
これらの問題は「ピンホール」の原理を採用することによって解決できることがわかっ
た。 
次に、歯ブラシ形状の中にＬＥＤ、レンズ、ＣＣＤ、回路基板を出来るだけ小さく縦
型に並べる必要があった。またレンズとＣＣＤの間には結像のための空間がどうしても
必要となり、３次元的な検討が必要であった。 
丸山と社員の柳澤はサイズの異なる箸を複数用意し、ぎりぎり製作が可能なサイズを
検討した。最初のモデルは１２ｍｍ角であった。 
ライトとＣＣＤの間の光の漏れも再度徹底的にチェックされた。その結果、レンズの
球の前面に光源のＬＥＤを装着しても全く問題ない仕組みを作りなおした。 
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図 22 サテライトスコープ SS-100  (『アールエフの知』より) 
 
１９９７年９月、歯科医のマイケル吉田氏の訪問から約１年後、口腔内カメラの一号
機「ＳＳ－１００」が完成した。 
吉田氏からは、「最高だ、全く問題ない。これは売れると思う」との感想が届いた。 
アールエフは、ダイレクトメールと通信販売を用いてこの口腔内カメラの販売を米国で
開始した。全くのゼロからの立ち上げであったが、最終的には全米の８５％のシェアを
獲得するまでに至った。 
その後、口腔内カメラは更なる小型化を遂げ、米国のみならず日本においても、直接
販売によって歯科医院の２５％に導入されている。 
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第三節  Apple Inc.  ( iPod事業) 
 
t
性能
1．8inch HDD
の開発
音楽プレーヤーの
理想イメージ
低消費電力制御ドライバ開発
アップルに紹介・
潜在市場を発見
（東芝）
ＨＤＤを発見
（アップル）
iPod
 
図 23 Apple Inc.の iPod開発 
■ 初代ｉＰｏｄ 
本節では、初代ｉＰｏｄの開発におけるＨＤＤの採用と、発売までのプロセスについ
て述べる。初代ｉＰｏｄは、ＭＤユーザーではなく、ＰＣユーザーを新規に獲得した。 
ＰＣユーザーは、音質には然程こだわらず、曲数と一曲当たりの価格を重視した。 
初代ｉＰｏｄにおいては、記憶装置として東芝製の１.８ｉｎｃｈ型ＨＤＤが用いられた。 
 
■ 東芝のＨＤＤ開発 
東芝がＨＤＤの研究開発を開始したのは１９６７年である。１４型のＨＤＤの製造開
始に始まり、１９８３年には８型、１９８４年には５.２５型、１９８７年には３.５型の
量産を開始し、１９９０年に２.５型の市場に参入して以降は、２.５型ＨＤＤに特化した。
更に２０００年には、業界初の１.８型ＰＣカードタイプの量産を開始した。この１.８型
がｉＰｏｄに用いられることになる。 
２００５年にはやはり業界初となる０.８５型の量産を開始、常にＨＤＤの小型化をリ
ードしている。 
記憶容量に関連する技術においては、１９９０年に業界初のガラス基板メディアを採
用し、１９９８年にＧＭＲ(巨大磁気抵抗効果)ヘッドを用いた２.５型ＨＤＤの量産を開始
した。 
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２００５年からは垂直磁気記録を用いた１.８型を製品化している。 
２０００年に投入された１.８型は、当初はノートパソコンのＰＣＭＣＩＡメモリーカ
ードとして開発が開始された。 
３.５型から２.５型、１.８型へと進むに従い、体積は小さく、重さは軽く、消費電力は
小さく、耐衝撃性も改善された。 
一方、２０００年時点での容量は２Ｇバイトと、ターゲットとしているＰＣ用途には
若干容量が不足していた。 
 
図 24 東芝の HDD 性能(北川 2005) 
■ １.８型ＨＤＤの「発見」 
ｉＰｏｄの開発者であり、「Ｐｏｄ-Ｆａｔｈｅｒ」と呼ばれるジョン・ルビンスタイ
ンがスティーブ・ジョブズと最初に出会ったのは、ＨＰ社を辞めてベンチャー企業にお
いて画像処理向けのスーパーコンピューターを開発していた頃であった。当時、スティ
ーブ・ジョブズはアップルを追われた後Ｎｅｘｔ社を設立し、ルビンスタインのような
技術者を必要としていた。しかしこの時、ルビンスタインはジョブズの誘いを断り、自
らファイアー・パワー・システムというベンチャーを興し、ＩＢＭの半導体を用いたパ
ソコンを開発した。次にルビンスタインが誘いを受けたのは、ジョブズがアップルに復
帰する時であった。この時ルビンスタインは自分の会社を売却し、次に何をするか考え
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ていた時期であったので、これに応じてアップルに入社し、ｉＭａｃやＧ３といった新
しいシリーズを次々と開発してアップルの復活に大いに貢献した。 
 
２０００年末、ＨＰが発売したＣＤ-Ｒドライブ付ＰＣに衝撃を受けた。アップルも早
急にＣＤ作成機能をもったＰＣを発売する必要があった。 
アップルは、ＳｏｕｎｄＪａｍと呼ばれるＭＰ３プレーヤーのソフトウェアの権利を取
得し、その開発者（以前アップルで働いたこともあった）ジェフ・ロビンに修正を依頼
しｉＴｕｎｅｓを開発した。 
 
初期のｉＴｕｎｅｓはＰＣへの音楽の蓄積とＣＤの作成が主な機能であった。しかし、
市場に出回っているいくつかの音楽プレーヤーをサポートする必要があり、アップルの
エンジニアはそれらを評価した。「それはひどいものだった」とルビンスタインは回顧
する。「フラッシュメモリ搭載の小さいプレーヤーは６曲くらいしか記憶できない。ハ
ードディスク搭載のプレーヤーは、ＣＤプレーヤーの２倍くらい大きいし、センスが悪
いし、音楽を転送するのに１日かかった。それはひどい経験だった。」 
「我々は自分で音楽プレーヤーを開発できないか考えた。既存のプレーヤーより良いも
のを開発したかったが、本当に忙しかった。」 
ルビンスタインは小さなチームを結成し、音楽プレーヤーについて検討した。様々な
技術を評価し、アイデアを練ったが、素晴らしい案は出なかった。 
「私はスティーブに、まだ時期ではない、と言った。彼も珍しくそのまま納得し
た。」 
 
４ヵ月後の２月、ルビンスタインはマックワールドのために来日していた。その際、
恒例のメーカー訪問として東芝を訪れた際、経営陣は彼に開発されたばかりのＨＤＤド
ライブを見せた。 
その１.８インチのＨＤＤドライブの使い先を東芝は考えていたが、小さいノートＰＣ
に搭載するくらいしか思いついていなかった。しかし、５ＧＢという容量は、ＰＣには
十分でなかった。 
一方、音楽プレーヤーにとっては５ＧＢは１０００曲搭載できる容量で全く問題なく、
大きさも２.５インチドライブの半分程度と小さく、消費電力も１Ｗ小さかった。スリー
プモード時の電力も半分であった。 
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ルビンスタインはすぐに、欠けていたパズルのピースを見つけたと悟り、このＨＤＤを
全て買い取るから、他社には話さないように依頼した。 
 
良いタイミングであった。訪問がもう少し、あと数ヶ月早かったらＨＤＤが紹介され
る事はなかった。後数ヶ月遅かったら、他社に紹介されていたかもしれない。 
ルビンスタインという畑違いのコンピューター技術者が音楽プレーヤーを検討していな
かったら、このＨＤＤを発見することもなかった。 
 
スティーブ・ジョブズもマックワールドのために来日していたので、ルビンスタイン
はこのニュースを伝えるためにカリフォルニアに帰る必要はなかった。 
ルビンスタインはホテルの部屋で彼に会い、短い言葉でプロジェクトの始める報告をし
た。"Hey、 I know how to do this now." 答えは "Great、 I'll write you a check." であった。 
 
■ ＨＤＤ用ソフトウェアの開発 
ｉＰｏｄプロジェクトが正式に発足したのは２００１年３月である。その年のクリス
マスシーズンに間に合わせたいというスティーブ・ジョブズの強い要望があり、１０月
には量産に入る事が必要であった。アップル内の大容量ストレージチームは、東芝と蜜
に協力し、ルビンスタインが見たときにはプロトタイプに過ぎなかった１.８インチＨＤ
Ｄを量産に移す努力をした。彼らはＨＤＤのデザインを修正し、テストし、ＨＤＤにア
クセスするためのプログラムを作成した。 
 
さまざまな民生機器の独自の分解調査を手掛けるコンサルティング企業であるＰｏｒ
ｔｅｌｌｉｇｅｎｔ社は、ｉＰｏｄが消費する電力を調べている。 
その結果判明したのが、HDD の消費電力が他の部品と比べて段違いに大きいことだった。 
電力を食うＨＤＤをなるべく動作させず、楽曲の再生中に音飛びを防ぐには、キャッシ
ュのアルゴリズムにそれなりの工夫が必要だ。 
アルゴリズムのポイントは、次にどの曲が再生されるかを先々まで予測し、ＨＤＤを
起動したときに一気にＤＲＡＭ（半導体メモリ）に転送してしまいＨＤＤを止めること
である。「そのためには、ランダム・モードで曲を再生するときでも、次にどの曲が来
るのかを把握しなければならない。恐らく一番の問題は、ユーザーの気まぐれな行動だ
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ろう。ユーザーが、この曲は嫌い、この曲はダメと、次々に曲を選んだりすると、ＨＤ
Ｄを何度も起動して大幅に電力を消費しかねない」。 
 
ｉＰｏｄは、事前に登録した「プレイリスト」か、特定のアルバムやアーティストに
対応する楽曲群を再生する。ランダムに曲を再生する場合も、その範疇内で曲をシャッ
フルする。他のリストやアルバムの曲を聴くにはユーザーはメニューの階層を遡りリス
トやアルバムを選び直す必要がある。 
この枠組みの中では、ユーザーが聞きたい複数の曲をまとめてキャッシュする仕組み
は、うまく働くと見られる。ｉＰｏｄが使用するＬＳＩを開発したＰｏｒｔａｌＰｌａ
ｙｅｒ社のサイトによれば、同社にはＨＤＤの動作時間を音楽の再生時間の２％以下に
する技術があるということである。 
 
■ ｉＰｏｄ発売 
 
図 25 初代 iPod (アップル社 Webサイトより) 
２００１年１０月、アップル社は携帯音楽プレーヤー「ｉＰｏｄ」を発売した。ｉＰ
ｏｄは、５GB の１.８ｉｎｃｈ型ＨＤＤを搭載し、３９９ドルで発売された。その後、２
００２年８月には２９９ドルに値下げされるとともに、Ｗｉｎｄｏｗｓ向けが追加され
た。 
当初、ｉＰｏｄは値段が高い事から専門家に酷評されたが、結果的にはユーザーに受
け入れられ、最終的には大ヒット商品となった。 
ルビンスタインは、初めて１.８インチドライブを見た時から、最終的にこの製品が大
ヒットするだろうという事を疑っていなかった。その彼でも、実際の製品を手にしたと
きのすばらしい直感的感覚は予想外のものであった。 
「みながこれを１台欲しいと思った。」ルビンスタインは言った。「それはいつでもキ
ーポイントだ。そして実際に使った人は、ｉＰｏｄを好きになった。」 
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第四節 クリプトン・フューチャー・メディア株式会社  (初音ミク) 
 
t
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バーチャルキャラクター市場
商品の理想イメージ
キャラクターを設定し
顧客ターゲットを変更
クリプトンに紹介・
潜在市場を発見
（ヤマハ）
技術の発見
（クリプトン）
初音ミク
 
図 26 クリプトン社の初音ミクの開発 
■ 初音ミク 
本節では、新市場型の破壊的技術の事例としてヤマハのＶＯＣＡＬＯＩＤ事業を取り
上げる。ヤマハは２００３年に歌声合成技術「ＶＯＣＡＬＯＩＤ」、２００７年に「Ｖ
ＯＣＡＬＯＩＤ２」を開発し、中でもクリプトン・フューチャー・メディアと共に開発
したパッケージソフト「初音ミク」は音声合成ＤＴＭ（デスクトップミュージック）と
してだけではなく、バーチャルキャラクターとしても大きな支持を得た。 
 
図 27 初音ミク (クリプトン・フューチャー・メディア株式会社 Webサイトより) 
 
「初音ミク」は発売直後より作成された楽曲やキャラクターイメージを用いた動画が
ニコニコ動画をはじめとする動画投稿サイトに次々と投稿されたことで人気に火がつき、
ＤＴＭソフトウェアとしては異例のヒット商品となった。ＤＴＭソフトウェアのジャン
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ルでは年間１０００本売れれば大ヒットとされるが発売後２週間だけで３５００～４０
００本の売れ行きを見せた。 
その後、発売から約１年後の２００８年９月までに累計で約４２０００本という異例
の売り上げを記録した。 
この売り上げには、実際の音楽製作に使用しないキャラクターのファンとしての購入
者によるものも多くを占める。「初音ミク」は、従来のＤＴＭには興味を持っていない
「無消費層」を獲得し、新市場を立ち上げたと言える。 
 
■ ＶＯＣＡＬＯＩＤの開発  
ＶＯＣＡＬＯＩＤを開発したのは、ヤマハの剣持である。 
コンピュータに歌わせる、そう志した剣持が、開発に着手したのは 2000 年 3 月である。 
当時既に、サンプリングされた歌声でメロディを奏でられる機器や技術はあったが、
「歌詞を載せて歌う」にはほど遠い代物だった。 
リアルな歌声を実現するには「従来の技術の延長線上では無理」と判断した剣持は、 
歌声合成の技術をイチから開発し直すことを決意する。こうする方が唯一残った未踏峰
である「人間の歌声」を征服する近道だと考えた。 
 
ＶＯＣＡＬＯＩＤは、データベースに収めてある音の単位、「音声素片（音素）」を
組み合わせて歌声を合成する。母音から子音に変化するもの、子音から母音に変化する
ものなどの音素を組み合わせて歌声を表現する。ただし、リアルな人間の歌声を実現す
るには単に音素をつなげるだけでは足りない。ロボットのような不自然な歌声にしか聞
こえないのだ。 
これを解決するため、剣持らは再生するタイミングや音素間の音色の違いを調整する
などして解決を図った。 
そもそも人間の声には複数の周波数成分が含まれている。この周波数成分のピークを
つなげた包絡線が「音色」となる。 
音色は音素によって異なるため、単に音素を連結するだけではつなぎ目の部分が不連続
となる。これが、歌声が不自然になる一因である。 
そこで、このつなぎ目部分で音声が滑らかに変化するようにした。 
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実現に向けた課題は技術面だけではなかった。音素の収録も一筋縄ではいかなかった。 
人間の歌声から音素を抽出するために、音素を取り出しやすい特殊なフレーズで歌って
もらう必要があった。このフレーズには取り立てて意味はなく、まるで「呪文」を唱え
ているかのようになる。歌声を合成するのに必要な音素を収集するまで、この呪文の収
録は続く。必要な音素の数は言語の種類によって異なり、例えば英語で２５００個、収
録時間は英語で約３時間に及ぶ。退屈極まりない。「中にはギャラは要らないと収録中
に怒り出し、帰ってしまう歌手もいた」。 
こうした苦労に耐え、２年間かけて課題を克服し、２００２年、ようやくプロトタイ
プの開発にこぎ着けた。 
 
図 28 VOCALOID (ヤマハ株式会社 Webサイトより) 
 
■ クリプトン・フューチャー・メディアとの出会い  
クリプトン・フューチャー・メディアの伊藤は趣味の音楽活動をきっかけにクリプト
ン社を１９９５年に立ち上げた。 
映画の制作会社に向けてさまざまな種類の音源データを販売するビジネスが米国にあ
るのを知り、これを日本でも展開しようと考えた。サンプリングして作られた音源デー
タを、コンピュータ上で加工し、さまざまな効果音を作る。その中でも特に、本物の楽
器のサンプリング音をコンピュータ上で組み合わせて、まるで実際の演奏のように仕上
げる技術の将来性に魅了された。 
「この技術は今後伸びるに違いない」。そこで伊藤はクリプトン社で、楽器の音や人間
の歌声などの音源を CD に収めた「サンプリングＣＤ」の販売を始めた。ユーザーはプロ
のミュージシャン、音楽やビデオの制作会社などである。 
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伊藤の読み通りこの技術はどんどん進化し、２０００年ころにはピアノの鍵盤をたた
く微妙な「タッチ」を再現できるほどになっていた。利用できる楽器の種類も増え、ピ
アノから民族楽器の音まで、利用できない音源はないという段階まで進歩した。 
それにもかかわらず、進歩に唯一取り残された「音」があった。「人間の歌声」であ
る。人間の歌声を収めたサンプリングＣＤはあった。しかし、収めていた音は叫び声や
コーラスなど楽器の代わりの音源として使ってメロディーを奏でられても、歌詞を載せ
て人間が歌っているかのような声は再現できなかった。 
 
そんなクリプトン・フューチャー・メディアの伊藤とヤマハを結び付けたのは、携帯
電話機で音楽や効果音などを再生する「着メロ」である。 
顧客が限られるサンプリングＣＤのニッチな市場に飽き足らなくなっていた伊藤は、
２００１年ごろから着メロの配信事業を始めていた。２００２年にはヤマハと共同で着
メロ販売サイトを開設するなど、この事業は順調だった。この関係でヤマハの着メロの
事業部門などと近しく付き合うようになっていた。 
 
２００２年のある日、伊藤は付き合いのあるヤマハの社員から同社がリアルな歌声合
成の技術を開発中だと耳にする。 
強い興味を示した伊藤の要望に応える形で、札幌にあるクリプトン社へプロトタイプ
を持参して技術デモに出向いたのが剣持秀紀だった。 
このとき剣持は「単なる合成音と片付けられるかと心配だった」という。開発着手か
ら２年、技術の骨格はできていたが、しょせんはプロトタイプ。完成度は低かった。伊
藤も「まだ製品化できるレベルではなかった」と認める。それでも技術の素性の良さは
明らかだった。デモ後に剣持に告げた「完成を心待ちにしていますよ」という言葉は伊
藤の本心だった。 
 
■ 「ＭＥＩＣＯ」の開発 
クリプトン社はＶＯＣＡＬＯＩＤを使った歌声合成ソフトの開発を具体化し始めた。 
ＭＥＩＫＯや初音ミクの特徴の一つである「パッケージの女の子のイラスト」のアイデ
アはこの過程で生まれた。 
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伊藤はこのソフトウエアが生み出す歌声のリアルさに自信を持っていた。「このクオ
リティーなら一般のユーザーも興味を持ってくれる。ならば『歌っている人格』をアピ
ールした方がいい」。 
伊藤の鶴の一声で、既に候補となっていた「マイクロフォン」のパッケージ・イラス
トは破棄され、ソフトウエアの名前として決まっていた「MEIKO」のイメージで、女の子
のイラストを載せることにした。イラストは絵の得意な社員に描かせた。 
売れ行きを心配する周囲をよそに、２００４年１１月の発売前から「それなりに売れ
るだろう」という自信が伊藤にはあった。予測は的中し、大方の予想を裏切る累計４０
００本程度を売り上げた。 
 
■ 「初音ミク」の開発 
「MEIKO」は、その後２年以上も売れ続ける息の長い製品となっていた。そこでクリプ
トン社は、当時ヤマハが開発中だった VOCALOID の次期版「VOCALOID2」を使った後継製
品を計画していた。 
開発中の VOCALOID2 は「歌に含まれる息の音成分を再現するなど、より人の歌声に近
づける」ために大幅な改良を加えていた。 
VOCALOID2 のデモを聞きその進歩を確認した伊藤は「この完成度ならコアな DTM ユーザ
ーだけでなく、その周辺にいる“アキバ系のユーザー”を狙うべきだ」と考えた。 
 
サンプリングした楽器の音をコンピュータ上で組み合わせ、あたかも人間の演奏のよ
うに仕上げる。 
「仮想楽器」技術は当時ですら、DTM のコア・ユーザーであるミュージシャン、「と
りわけプロの間で評価が低かった。歌声合成はなおさら。 MEIKO の歌なんて歌じゃない
とも言われたことがあった」。 
完成度が飛躍的に高まったとはいえ、歌声合成技術はまだ発展途上、プロの要求には
堪えられないかもしれない。だが、その周辺にいるいわゆるハイ・アマチュアやパソコ
ン自体を趣味の一部とするアキバ系のユーザーなら十分に満足してくれるレベルまで来
たと伊藤は判断した。 
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「MEIKO」では絵のうまい社員がパッケージ・イラストを描いたが、今回は本職のイラ
ストレーターに頼むことにした。だが、つてなどはない。1 月に入ったばかりの女性社員
と共にＷｅｂをさまよい、イメージに合うイラストが描けそうなイラストレーターを探
した。こうして見つけたのが、同人誌などで活躍していたイラストレーターの KEI である。 
声の提供者である藤田咲のイメージや 16 歳といった設定などを伝え、描いてもらったラ
フ画から「機械っぽい」イラストを選んだ。衣装や色などの詳細を決め、現在の初音ミ
クのイラストが出来上がった。 
 
声の収録やキャラクター設定が決まりつつあった２００７年５月ごろ、新製品に必要
な開発ツールがようやく出揃った。ここから新製品の発売予定である同年７月末に向け、
開発チームは本格的な開発に取り掛かった。具体的には、VOCLOID2 で使う「音素ライブ
ラリ」などを作り込む作業である。 
この際にチームを助けたのが開発ツールの進歩だった。「MEIKO のときには３カ月か
かっていた作業が１カ月くらいに短縮できるようなイメージ」であった。音素を抽出す
る作業も「MEIKO のときに手作業だったものが、ある程度自動的に抽出できるようにな
った」。 
開発は予定より遅れ、７月上旬の発売予定が厳しくなっていった。会社に寝泊まりす
ることもたびたびあった。伊藤は「妥協をすれば７月発売も可能」と考えていたが、よ
いものを作りたいという開発者たちのこだわりに最終的に折れ、発売日を 1 カ月半引き
延ばす。こうして ２００７年８月３１日、満を持して初音ミクが発売された。 
 
■ 「初音ミク」の発売 
「初音ミク」は、ＤＴＭ業界の常識では考えられないヒット作になった。「２００７
年内に１０００本」という当初の目標は、発売２週間で達成した。開発担当者は「あっ
という間に１万本売れた。しばらくは何が起きているのか分からなかった」という。 
 
ヒットの原動力となったのは、ニコニコ動画（ニワンゴが運営する動画共有サイト）
である。「初音ミク」のニコニコ動画へのアクセス数の増加に従って、ユーザーが自ら
「歌ってみた」「演奏してみた」といった作品や、編集などに工夫を凝らした作品の投
稿が増えていた。 
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初音ミク発売前に既に、クリプトン社が公開した初音ミクのデモソングを利用した作
品がニコニコ動画に投稿されていた。さらに。発売からわずか４日後の９月４日には、
デフォルメされた「初音ミク」がネギを振る動画と組み合わせた「VOCALOID2 初音ミク
に『Ievan Polkka』を歌わせてみた」が投稿される。 
この動画のヒットで、ニコニコ動画における初音ミク人気は不動のものとなった。み
ずほ情報総研の調べによると、初音ミク関連の投稿数は２００７年９月中旬には１日１
００件を超えた。以降「祭り」は続き、１日当たり４０～１００本の動画が投稿される
勢いが２００８年１月末まで衰えなかった。 
 
初音ミクの人気が高まるに従って、ニコニコ動画に投稿される作品の幅は想像を大き
く超えて広がっていった。初音ミクは単にパソコン用ＤＴＭソフトのヒットという枠内
に収まらず、いわゆるＣＧＭ（consumer generated media）を活性化する役割を担い始め
ていた。 
 
初音ミク本来の用途である音楽はもちろん、キャラクターを使ったイラストや３次元
グラフィックス、動画や粘土を使ったフィギュア、初音ミクを模した簡単な電子工作品
なども投稿されるようになっていた。初音ミクを「ネタ」にあらゆるジャンルの創作が
行われ、作品として投稿される状況に発展している。 
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第五章 考察 
第一節 考察の概要 
本章では、前章において述べた４つの事例について考察する。 
本章は以下のように構成される。 
1. 概要（本節） 
2. 「ローエンド型破壊」と「新市場型破壊」に共通する要素についての考察 
3. 「ローエンド型破壊」と「新市場型破壊」で異なる要素についての考察 
4. まとめ 
 
第二節 事例の類似点からのインプリケーション 
第一項 ユーザーによるイノベーションの発見 
第四章において述べた４つの事例において、「ローエンド型破壊」と「新市場型破
壊」に関わらず共通している事項として 
 ユーザーが技術要素を「発見」し、市場への導入に必要な改善を要求して使用する 
というプロセスが存在する。 
 
図 29 ローエンド型におけるユーザーの 2面性 
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図 30 新市場型におけるユーザーの 2面性 
図 29、図 30 に技術要素の発見プロセスにおけるユーザーの「2 面性」の効果を示す。 
ローエンド型、新市場型の双方において、ユーザーは 
 上位市場・新市場のバリュー・ネットワークに関する知識 
 技術要素に関する知識 
を持ち合わせ、その組み合わせによって新しいイノベーションのアイデアを創出する。 
バリュー・ネットワーク１
・ローエンド市場のVN　（ローエンド型破壊）
・製品構成要素のVN　（新市場型破壊）
技術が属する階層
ユーザーが属する階層
技術
技術が属する階層
ユーザーが属する階層
ユーザー
バリュー・ネットワーク２
・ハイエンド市場のVN　（ローエンド型破壊）
・新市場のVN　（新市場型破壊）
同じ人が両方を見る
 
図 31 バリュー・ネットワークを超えた技術の発見 
これをバリュー・ネットワークの観点から見ると図 31 のようになる。ユーザーは 2 面
性の効果によって異なるバリュー・ネットワークに所属する利用可能な技術に遭遇し、
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その技術に対する詳細な情報を得ることによって、自らが所属するバリュー・ネットワ
ークにおいて応用できる可能性を発見する。 
破壊的技術を構成する要素
に関する知識
2
ユーザー視点から見た既存
製品の不足点と、理想とする
製品・サービスのイメージ
1
　   - 　   の 「差異」
3
1 2
イノベーションの可能性の発見
4
 
図 32 破壊的イノベーションのアイデア創出 
このような、ユーザーによるイノベーションのアイデアの創出は、次のようなプロセ
スで行われる。 
① 上位市場のバリュー・ネットワークに所属するユーザーは、既存の製品を用いてサー
ビスを提供する場合の課題について詳細に認識しており、それを改善する、理想とす
るイメージを持っている。 
同様に、新市場を創造するユーザーも、まだ世の中には存在にしていないが、理想と
するイメージを持っている。 
② 破壊的技術の構成を詳細に知り、何が可能な技術なのかを理解する。 
③ ①の理想イメージと、②の破壊的技術の差分をイメージする。 
④ ③の差分を認識した上で①の理想イメージを修正する。その結果、破壊的技術を改良
することでイノベーションを達成できるかもしれない、という可能性を認識する。 
 
上位市場・新市場のバリュー・ネットワークに関する知識と、破壊的技術に関する知識
の双方を自在にイメージし組み合わせることにより、上記のようなプロセスを経て、特
定のユーザーにより破壊的イノベーションが「発見」される。 
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第二項 要求性能分布から見たイノベーションの発見プロセス 
 
 
図 33 顧客の要求性能の密度分布 
クリステンセン(Christensen 1997)によれば、顧客が要求する性能は均一ではないため、
イノベーションのジレンマのグラフにおいて、実際には顧客の要求性能は密度分布で表
される。これを上図に示す。 
この密度分布を考慮に入れ、第一項において述べた「イノベーションの発見」につい
て検討する。 
 ローエンド型における破壊的イノベーションの発見プロセス 
 
図 34 密度分布を用いたローエンド型の説明 
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上図は、密度分布を考慮したローエンド型破壊の様子を表す。ある時点において、ユ
ーザーはハイエンドの製品とローエンドの製品を選択する事が出来る。ハイエンドの製
品の性能は点Ａにおける値となり、ローエンドの製品は点Ｃにおける値で表される。 
この時、性能要求が最も低いユーザーについて考えると、そのユーザーは密度分布の
最下端に存在し、点Ｂにおける性能値が要求される。 
このような「性能に対する要求が低い」点Ｂのユーザーにとって、 
 ハイエンド製品の性能の「過剰」は X（点 A・点 B 間の距離） 
 ローエンド製品の性能の「不足」は Y（点 B・点 C 間の距離） 
となる。時間が経過するにつれ、X は大きく、Y は小さくなる。イノベーションが起きる
のは、点 B がローエンドの性能曲線に接し、Y が０になった時点である。また、それ以
前から X＞Y という状況である、つまり、自分の理想からの乖離はローエンド製品のほう
がより小さいということが、ユーザーにイノベーションの可能性を発見させる動機とな
っていると思われる。 
t
性能
市場の発見
技術の発見
不要な機能の削除
必要な機能の付加
持続的改善
 
図 35 ローエンド型のプロセス 
これを踏まえて、破壊的イノベーションが市場に参入するプロセスは上の図で説明でき
ると考える。具体的には、下記の参入プロセスを仮説とする。 
1. ユーザーが破壊的技術を知り、イノベーションの可能性を発見する。ユーザーは破壊
的技術の改善を要求する。（時刻 t1） 
2. 破壊的技術の開発が効率化し、開発が加速する。また一方で、市場の参入に必要な最
低限の機能が検討され、破壊的技術の受け入れ態勢が整えられる。 
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3. 破壊的技術が導入され、性能要求が低いユーザーによって使用される。 
その結果、破壊的技術がアピールされ、性能要求がより高いユーザーも使用し始める。
結果的に市場の性能要求曲線は低下する（時刻 t2） 
 新市場型における破壊的イノベーションの発見プロセス 
 
図 36 新市場型の密度分布による説明 
上記は「ローエンド型」の破壊的イノベーションに関する説明であるが、「新市場
型」についても同様である。上図のように、新市場型破壊においても、新市場における
製品イメージから得られる「性能の許容範囲」が与えられる。この許容範囲の最低値と、
技術が持つ性能の比較によって、ローエンド型破壊の場合と同様な議論が可能である。 
具体的には、下記のプロセスが想定される。 
 
図 37 新市場型のプロセス 
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1. 製品イメージを持つイノベーターが要素技術の存在を知り、イノベーションの可能性
を発見する。イノベーターはこの技術の改善を要求する。（時刻 t1） 
2. 開発が加速する。また一方で、市場の参入に必要な最低限の機能が検討され、製品イ
メージが具体化する。 
3. 要素技術が統合された製品が開発される。理想イメージに１００％到達することは難
しいため、開発された製品の性能は理想イメージを下回るが十分である（時刻 t2） 
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第三項 イノベーションの発見プロセスにおけるユーザーの２面性の効果 
第一項、第二項で述べたように、破壊的技術が市場に参入する時点においては、市場と
技術の双方を知るユーザーが重要である。 
そのようなイノベーションの可能性を発見するユーザーは、市場と技術の双方に接点を
もつ。つまり、「２面性」をもつ。 
 
図 38 ユーザーの 2面性がイノベーションに与える効果（ベース図） 
 
ユーザーの「2 面性」がイノベーションを仲介するプロセスについて図 38 を用いて説明
する。 
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上図 38 において、ユーザーは「上位市場・新市場」側として存在する。ユーザーは破
壊的技術が参入する市場においてビジネスをしている（新市場の場合は詳細なイメージ
を持っている）から、その市場のバリューネットワークをよく知っており、その課題に
ついても詳しく認識している（３）。 
そのようなユーザーが、何か別の活動において破壊的技術と接点を持つ（５）。この
遭遇により、上位市場・新市場における課題が破壊的技術によって解決され、さらには
付加的な機能の追加があり得るということが認識される（６）。 
しかし、この時点においては、まだ破壊技術が完全に適用可能な状態ではない。破壊的
技術の側としては、そのような市場が存在すること・そのような市場に参入することが
可能であることを認識していないため、市場に適合するための改良が必要な状態になっ
ている。 
ユーザーは、この改良を破壊的技術の開発者に依頼する。この時、ユーザーは上位市
場・新市場のネットワークから破壊的技術のネットワークへの橋渡しの役割を果たす。 
破壊的技術の開発者はその依頼を受け、「そのような需要が存在していた事」を認識し、
市場に合わせた機能のすり合わせを行う（９）。ユーザーは、その評価を行う（１０）。 
必要であれば、このようなプロセスが繰り返され、最終的にユーザーが満足する製品が
開発される（１２）。破壊的技術の開発者は、技術の多方面への展開を図る（１１）。 
 
 
第四項 各事業におけるユーザーの 2面性の効果の確認 
本研究における 4 事例において、上記のプロセスがあてはまることが観察される。 
 
以下、次ページより、それぞれの事例について「ユーザーの 2 面性によるイノベーシ
ョンの発見プロセス」が存在することを確認する。 
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 ヤマハのルーター事業におけるユーザーの 2 面性の効果 
 
図 39 ユーザーの 2面性がイノベーションに与える効果（ヤマハ） 
 
ヤマハのルーター事業の事例においては、ＣＲＣ総合研究所（現 伊藤忠テクノサイエン
ス）の唐沢氏が、 
 ファミリーマートのバリュー・ネットワーク 
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 ヤマハのルーター 
の双方に関する詳しい知識を所持していた。 
 
具体的には、 
 ファミリーマートの店舗システムに関する知識、特にＩＳＤＮ環境に関する問題意識
と、今後の社内ネットワークシステムの方向性についての知識を持っていること 
 ファミリーマートに常駐し、コンビニエンスストア事業のバリュー・ネットワークに
関する知識を持っていること 
 現場の店舗で運用する上で何が問題になるかイメージできること 
 個人事業者向けＩＰルーターとして売り出したヤマハのルーターが、ＩＰＸにも対応
し、ファミリーマートの店舗システムに使用できるのではないかと考えることができ
る知識を持っていること 
 実際に試用し、既存の製品と比較して良い点が多く、筋が良い機器であると判定でき
る知識 
 システム全体の観点から、ルーターの改善要求を出すことができる知識 
を持っていたことにより、個人事業者向けとして販売されていたヤマハのルーターに改
良依頼を出し、店舗導入まで導くことが可能となった。 
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 アールエフの口腔内カメラ事業におけるユーザーの 2 面性の効果 
 
図 40 ユーザーの 2面性がイノベーションに与える効果（アールエフ） 
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アールエフの口腔内カメラ事業の事例では、米国の歯科医師のマイケル吉田氏が 
 米国の歯科業界のバリュー・ネットワーク 
 アールエフ社の鉄道模型用カメラが存在する日本の電子機器マーケット 
に関する知識を所有し、市場と破壊的技術を結びつける役割を果たした。 
 
具体的には、 
 米国の歯科医院で使用されている口腔内カメラが「有線式」で、サイズも大きく、使
いづらいこと、また、価格も数万ドルと高いこと 
 歯科医として、無線で動作する小さい口腔内カメラがあれば、必ずヒットするという
実感をもっていたこと 
 日本に親戚がいたこと 
 鉄道模型用カメラを趣味で使用していた友人がいたこと 
が総合的にイノベーションに結びついた。 
吉田医師の、医師としての一面と、日系人としての一面が遭遇した結果であると言える。 
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 アップルの「iPod」開発におけるユーザーの 2 面性の効果 
 
図 41 ユーザーの 2面性がイノベーションに与える効果（iPod） 
 
iPod の事例においては、アップル社のルビンスタイン氏が、 
 社内で検討されていた音楽プレーヤーの理想イメージ 
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 それまでのキャリアにおけるコンピューターに対する深い造詣と、それに伴いＰＣ担
当として、東芝に赴くチャンス 
の双方を持っていたことが破壊的イノベーションに繋がった。 
 
具体的には、 
 アップル社は音楽プレーヤーを検討しており他社製品を使用してみたが、理想的な使
用イメージには到底マッチしておらず、特に記憶装置がネックになっていると判断し
ていたこと 
 ＰＣ担当として日本のメーカーを訪問できる立場にあったこと 
 コンピューターに関する造詣が非常に深く、部品としてのＨＤＤ装置の使用方法につ
いて詳しいこと 
が総合的にイノベーションに貢献している。 
ルビンスタイン氏の、コンピューター関連を担当する一面と、音楽プレーヤーを担当す
る一面が、破壊的イノベーションを発見する要因となった。 
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 クリプトン・フューチャー・メディアの「初音ミク」開発におけるユーザーの 2 面性の
効果 
 
図 42 ユーザーの 2面性がイノベーションに与える効果（初音ミク） 
 
「初音ミク」の事例においては、「初音ミク」を開発したクリプトン・フューチャー・
メディアの伊藤氏が 
 着メロビジネスで培ったヤマハとの関係 
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 サンプル音源のパッケージソフトの開発スキル 
の双方を持っていたことが破壊的イノベーションに繋がった。 
 
具体的には、 
 着メロビジネスを手掛ける前に、音源サンプルを作成するビジネスを行っており、音
源ビジネスがどのようなものか良く知っていたこと 
 「音声」のサンプル音源に関する事前知識を持っていたこと 
 着メロビジネスを通じてヤマハの営業と知り合い、まだ「ＶＯＣＡＬＯＩＤ」がプロ
トタイプであった時から紹介してもらうことができたこと 
が「初音ミク」の誕生において重要であった。伊藤の、音源ビジネスにおける面と着メ
ロビジネスにおける面を組み合わせることにより、破壊的イノベーションが達成された。 
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第五項 「ユーザーによるイノベーション」の観点から見た２面性の効果 
本節では、「ユーザーによるイノベーション」という観点から、２面性が及ぼす効果
について検討する。 
 「期待利益仮説」に対する 2 面性の効果 
 
表 2  期待利益仮説 [再掲] 
期待利益仮説（表 2）において、破壊的技術を適用したいと考えるユーザーはメリット
があると考える筈であるから、「ユーザーの期待利益」は高い筈である。また、その市
場に参入しようと思う破壊的技術のメーカーについても、参入しようと思うのであるか
ら「メーカーの期待利益」は大きい筈である。 
期待利益仮説においては、イノベーションが「単独プレーヤー」におけるイノベーシ
ョンに限定されるということが問題となっていたが、「ユーザーの 2 面性」を考慮すれ
ば、単独のプレーヤーが 2 か所でイノベーションを発生させることが可能になる。つま
り、ユーザーの 2 面性は、「期待利益仮説」が持つ「単独プレーヤーに限定されてしま
うことによりイノベーション発生場所が 1 か所に限定される」という問題点を解決する
考え方の１つとなり得る。 
 「情報の粘着性仮説」に対する 2 面性の効果 
 
表 3 情報の粘着性仮説[再掲] 
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本研究において示した４つの事例のすべてにおいて、イノベーションの創出の際に 
 上位市場・新市場のユーザーが市場の問題点を認識する 
 破壊的技術を市場向けにカスタマイズする 
という２ステップが存在した。 
これは、これらの事例が、ニーズ関連の問題がユーザーによって解決され、技術関連
の課題がメーカーによって解決される「共同イノベーション」であることを示している。
表３より、このような場合は、技術情報の粘着性は高く、ユーザー・ニーズの粘着性も
高いと言えることがわかる。 
メーカーが持つ技術情報・
バリューネットワーク情報
に関する粘着性
2
ユーザーが持つニーズ情報・
バリューネットワーク情報
に関する粘着性
1
　   ・ 　    の 組み合わせ方法
に関する粘着性
3
1 2
 
図 43 ユーザーの 2面性と情報の粘着性 
破壊的技術が市場に参入する際のユーザーと製品における情報の粘着性について図 43 
に示す。破壊的技術に気付くユーザーは、自身の市場に関するニーズ情報とバリュー・
ネットワークに関する情報を持っており、この情報は外部には容易に移転できず粘着性
が高い。また、破壊的技術側のメーカーにおいては、その技術情報と、メーカーが属す
るバリュー・ネットワークに関する情報の粘着性が高い。 
また、2 面性を持つユーザーは、ニーズ情報と技術情報の双方を組み合わせる。ここで、
組み合わせが単純である場合には新たな粘着性は発現しないが、この組み合わせがカス
タマイズを行う「すり合わせ」である場合には、新たな粘着性が発生する。 
 「問題解決プロセス」における 2 面性の効果 
また、図 44（次ページ）に、ユーザーとメーカーが試行錯誤の中で問題解決を行って
いくプロセスにおいて、ユーザーの 2 面性がもつ効果について示す。 
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2 面性を持つユーザーはニーズ情報・シーズ情報の双方に詳しいため、情報をやり取り
する際の誤りの発生を抑制し、より的確な修正案を提案し、また修正回数を減少させ、
双方の満足度を上げ、また開発スピードを向上させる。 
 
図 44 問題解決プロセスにおけるユーザーの 2面性の効果 
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第六項 「社会的ネットワーク」の観点から見た２面性の効果 
 
図 13 ブリッジ [再掲] 
第二章 四節で示したように、ノード間を結ぶ唯一のリンク「ブリッジ」は、クラスタ
ー間を接続して情報を流通させることにより、イノベーションに有用な 1 次情報を提供
する効果を持つ。その一方、ブリッジはその特性より「弱い紐帯」であることが多く、
そのため、消滅してしまう可能性が高い。 
本研究において、「2 面性をもつユーザー」は、市場におけるプレーヤーのネットワー
クと、その市場に参入する破壊的技術が属しているネットワークを結ぶブリッジとなっ
ていると考えられる。 
 
図 45  社会的ネットワークの観点から見た 2面性の効果 
 
 このブリッジを経由して、破壊的技術が参入する市場におけるニーズ情報と、破壊的
技術がもつシーズ情報を流通させる経路が構築され、これによって破壊的イノベーショ
ンが促される。また、このブリッジは個人の 2 面性として存在するため、消滅すること
がない。むしろ、2 面性をもつユーザーが熟慮することによって、ブリッジをやり取りさ
れる情報は増加し、ブリッジは「強い紐帯」となる。 
 下図 46 に、ユーザーの 2 面性によって構成されるブリッジが破壊的イノベーションを
起こすプロセスを示す。 
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図 46 社会的ネットワークの観点から見た破壊的技術の市場参入プロセス 
 
図 46 において、「ネットワーク１」は、上位市場のバリュー・ネットワークを社会ネ
ットワーク構造として表したものである。同様に、「ネットワーク２」は破壊的技術が
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属するバリュー・ネットワークを社会ネットワーク構造として表したものである。破壊
的イノベーションにおいては、「ネットワーク２」の「技術レイヤ」に属する技術が、
「ネットワーク１」の「ユーザーレイヤ」のユーザーに発見され、使用される。 
 
破壊的技術の市場参入プロセスは、下記の 4 ステップで説明できる。 
Step1: 
上位市場のユーザーは、破壊的技術に気付かず、従来のバリュー・ネットワークの技
術を用いている。破壊的技術は、より下位の市場や他の市場のバリュー・ネットワー
クにおいてそれぞれ使用されている。 
新市場型の場合には、ネットワーク１が「ユーザーが理想とする仮想イメージ」で与
えられる。 
Step2: 
ユーザーの 2 面性によって破壊的技術が属するバリュー・ネットワークへのブリッジ
が構築される。 
Step3: 
破壊的技術を適用したいという要望がユーザーから出され、破壊的技術を改善して上
位市場に参入するための努力がなされる。ネットワーク１（上位市場）のユーザーレ
イヤと、ネットワーク２（破壊的技術）の技術レイヤに社会的ネットワークが構築さ
れ始める。 
Step4: 
ネットワーク２の技術レイヤから「破壊的技術が上位市場に参入するために必要とな
るプレーヤー」が選択され、また、ネットワーク１のユーザーレイヤから「上位市場
において破壊的技術を利用するために必要となるプレーヤー」が選択され、両者が結
合され、新しいバリュー・ネットワークが構成される。これにより、従来ネットワー
ク１の構造であった上位市場に対して競合する、破壊的技術を用いるプレーヤーで構
成させる新規のネットワークが生成される。（簡単のため図示されていないが、ネッ
トワーク１、ネットワーク２も依然として存在している） 
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図 15 異業種交流の効果 [再掲]７ 
 
異業種交流の効果に関する先行研究を踏まえれば、このプロセスにおいて、参入する
市場（ネットワーク１）と破壊的技術（ネットワーク２）が「意外なプレーヤーの取り
合わせ」である場合に、大きなイノベーションとなり得ると予想される。また、双方の
ネットワークにおいて活動するプレーヤーの専門性が高ければ高い程、イノベーション
が生み出される可能性は高い。これは Step2 から Step3 にかけて、ブリッジを通って流通
する情報の質が高いため、新しいネットワークを効率的に生み出すことができるからで
あると考えられる。 
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第三節 事例の相違点からのインプリケーション 
 
本節では、「ローエンド型破壊」の事例と「新市場型破壊」の事例の相違点について
考察する。 
 
図 47 相違点からのインプリケーション 
 
ローエンド型破壊においては、ハイエンド層で活動するユーザーの 2 面性によって破
壊的技術が見出される。そのユーザーは、上位層の製品に対して不満を持っており、代
替の可能性を期待して破壊的技術に接近する。 
具体的には、ヤマハのルーターの事例においては、コンビニエンスストアの店舗シス
テムを担当していたユーザーが、それまでのＩＳＤＮモデム/ルーターから移行する代替
品としてヤマハのルーターを検討したことが、破壊的技術の上位市場への参入を促した。
また、アールエフの口腔内カメラの事例においては、歯科医院で使用されている口腔内
カメラの代替品を求めて、アールエフ社に開発を依頼した。どちらも、代替品として求
めらた製品が破壊的イノベーションを起こしている。 
 一方、新市場型破壊の事例においては、新しい市場に向けて製品を開発している開発
者が、その開発のために要素技術を求める際、2 面性の効果が発揮されている。 
 具体的には、ｉＰｏｄの事例においては、ｉＰｏｄの開発のために東芝のＨＤＤは必
須の要素技術であった。初音ミクにおいては、ＶＯＣＡＬＩＤの存在が、初音ミクの開
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発そのものを促した。どちらも、2 面性によって発見されたのは要素技術であり、破壊的
イノベーションを起こしたのは、それを用いて開発された製品（ｉＰｏｄ、初音ミク）
である。 
ローエンド型破壊 新市場型破壊
技術が属する階層
ユーザーが属する階層
技術
技術が属する階層
ユーザーが属する階層
ユーザー
（製品使用者）
２面性を通じて発見
（代替品）
技術が属する階層
ユーザーが属する階層
要素
技術
技術が属する階層
ユーザーが属する階層
ユーザー
（新市場開発者）
技術の構成要素
が属する階層
技術の構成要素
が属する階層
２面性を通じて発見
（要素技術）
 
図 48 バリュー・ネットワークの図による相違点の説明 
この相違をバリュー・ネットワークの観点から説明した図を上に示す。ローエンド型
破壊は、上位市場に所属するユーザーが、破壊的技術を代替品として発見するプロセス
である。一方、新市場型破壊は、「破壊的技術を新市場に出そうとするユーザー」が、
そのための要素技術を発見するプロセスである。 
 
これを踏まえると、下記の事柄がわかる。 
 2 面性の効果は、製品をユーザーから見つけてもらうためにも有効であるし、製品を
構成する技術要素を発見するためにも有効である。 
２面性を通じて発見
製品が属する
バリュー・ネットワーク
２面性を通じて発見
ユーザーが属する
バリュー・ネットワーク
（１階層上）
製品が使用する技術要素が属する
バリュー・ネットワーク
（１階層下）
破壊的技術
 
図 49 2面性の効果の入れ子構造 
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これを図で表すと上図 49 のようになる。自らの製品を破壊的技術として差別化する場
合に、多面性を通じて 1 階層上のユーザーに発見してもらう方法もあるし、多面性を通
じて発見した 1 階層下の技術を用いて、新しい市場を立ち上げエコシステムを構成する
ことも考えられる。 
例えばヤマハのルーターの例で言えば、今回はコンビニエンスストア業界に発見され
たが、ルーターに意外な要素を加味して新規市場に打って出ることも考えられるし、さ
らにその先に、意外な上位市場から発見され、その要望に応えて改良した末に参入を果
たすことも考えられる。2 面性の効果は、バリュー･ネットワークと共に入れ子構造にな
っている。 
 
第四節 考察のまとめ と 競争戦略へのインプリケーション 
第一項 考察のまとめ 
本章において得られた考察事項は下記のように要約される。 
 
1. 破壊的イノベーションにおいて、破壊的技術が市場に参入する際、その市場において
「市場ニーズと技術の双方を知っている」ユーザーの２面性が重要な役割を果たす。 
i. 既存の市場が存在する場合（「ローエンド型」の場合）、その市場のユーザーが、
ユーザー独自の 2 面性によって破壊的技術を発見し、既存の市場に適した形の改
良を要求することで、市場への参入を加速させる。 
ii. 新規の市場が立ち上がる場合（「新市場型」の場合）、製品の構成イメージをも
ちながら、要素技術が自らの要望を満たさない事を知っている開発者が、開発者
独自の 2 面性によって要素技術を発見し、それを用いた製品を開発して市場を立
ち上げる。 
 
2. 「市場ニーズと技術の双方を知っている」という２面性は、ニーズとシーズの双方を
知らなければ「そもそもどのような改善があり得るか」すら判らない（「無」は
「有」を無くすことでしか判らない）という観点から重要であり、ユーザーのニーズ
情報の粘着性が高い原因となる。 
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3. ユーザーの２面性は、「その組み合わせが希少である（ブリッジである）」という意
味で、ブレークスルーを起こす可能性を高める。つまり、珍しい取り合わせを発生さ
せることで、しばしば大きなブレークスルーを産み出す効果を与える。２面性を持つ
ユーザーは、２つの異なるバリュー・ネットワークを組み合わせて、新しい破壊的イ
ノベーションを起こす。 
 
4. ユーザーの２面性には、製品が市場へ参入する際に発揮される効果もあり、逆に製品
を開発する際に発揮される効果もある。製品をバリュー･ネットワークの上位に置い
て考えるか、下位に置いて考えるかによってとるべき発想が異なる。 
i. 製品をどこかの市場に参入させたい（バリュー･ネットワークの下位に置く）場合
には、その市場におけるユーザーに到達する社会的パスが間接的に存在すれば、
直接的なマーケティングだけではなく、そのパスから情報を得てもらう方法が考
えられる。また、市場に存在するユーザーにとっては、その市場における製品の
バリュー・ネットワークから逸脱した製品において、同様の機能を達成する製品
を探すことによってイノベーションを起こすことができる。 
ii. 新市場に向けて製品を投入したいユーザーが存在し、しかし、ユーザーのイメー
ジに合致する要素技術が見つけられない場合に、日常生活に多面性を持たせるこ
とにより、必要な機能をもつ要素技術の存在に遭遇する場合がある。逆に、要素
技術を持っている会社は、ユーザーに到達するパスが多面的に存在すれば、直接
的なマーケティングだけではなく、複数のパスからも情報を提供することが出来、
意外な用途に使用される新商品のバリュー・ネットワークに初期から参加するこ
とができるようになる。 
 
第二項 競争戦略へのインプリケーション 
考察のまとめを踏まえ、競争戦略に対して本研究が与えるインプリケーションとして下
記が挙げられる。 
 破壊的イノベーションを創出するためには、自らは所属していないバリュー・ネット
ワークを調査し、そのネットワーク内において機能的に応用可能なものを発見する方
法が考えられる。 
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自らの所属していないバリュー・ネットワークを発見するためには、業務以外のネッ
トワークや、業務内であっても分野の異なるネットワークに注目する。関係が少ない
バリュー・ネットワークにおいて応用可能な要素機能を発見できた場合には、大きな
ブレークスルーに繋がる可能性がある。 
応用が可能な機能を発見するためには、自らのバリュー・ネットワークにおける改善
方法と理想イメージを、日常的に持っている必要がある。その理想イメージと、異な
るバリュー・ネットワークにおいて発見した要素機能との差分がカスタマイズで改善
できる場合にイノベーションが発生する。 
 
 要素技術が異なるバリュー・ネットワークにおいて発見された後、自らのバリュー・
ネットワークに適用できるようカスタマイズするためには、発見された技術が容易に
カスタマイズできる状態にあることが望ましい。そのためには、製品自体が容易にカ
スタマイズできる製品であるか、もしくは、カスタマイズのための人的資源が豊富で
スピードを持って対応できる体制があれば良い。後者であれば、より他社に真似され
にくく競争力が高いイノベーションを創出することができる。 
技術レイヤ
ユーザーレイヤ
垂直統合型 水平分業型 機能カスタマイズ型
カスタマイズ
 
図 50 競争戦略へのインプリケーション 
 ユーザーが要素技術を独占する「垂直統合型」では、ユーザーは技術オプションを持
つが、要素技術の提供者は他のユーザーを持てず、ユーザーが優位である。逆に、要
素技術を持つものが広くユーザーに技術を提供する「水平分業型」では技術提供者が
優位であり、技術のユーザーは差異化が難しい。 
本研究の事例で見られる、要素技術そのものは汎用的（水平分業的）であるが、ユー
ザーからの要望に対応しカスタマイズすることによって独自の機能を提供するという
方法は、ユーザーと技術開発者の双方が利益を得る構造を提供する。 
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終わりに 
第一節 本論文の総括（仮説モデルの提示） 
本論文では、破壊的イノベーションの事例を考察することによって下記の仮説モデル
を構築した。 
 イノベーションのアイデア創出 
バリュー・ネットワーク１
・ローエンド市場のVN　（ローエンド型破壊）
・製品構成要素のVN　（新市場型破壊）
技術が属する階層
ユーザーが属する階層
技術
技術が属する階層
ユーザーが属する階層
ユーザー
バリュー・ネットワーク２
・ハイエンド市場のVN　（ローエンド型破壊）
・新市場のVN　（新市場型破壊）
同じ人が両方を見る
 
図 51 バリュー・ネットワークを超えた技術の発見 
破壊的イノベーションを引き起こすアイデアは、ユーザーがバリュー・ネットワーク
の問題点と破壊的技術の双方を知り、その差分をイメージすることによって創出される。 
破壊的技術を構成する要素
に関する知識
2
ユーザー視点から見た既存
製品の不足点と、理想とする
製品・サービスのイメージ
1
　   - 　   の 「差異」
3
1 2
イノベーションの可能性の発見
4
 
図 32 破壊的イノベーション のアイデア創出[再掲] 
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上位市場・新市場のユーザーが属するバリュー・ネットワークと破壊的技術が属する
バリュー・ネットワークは異なっており、当初はそれらの間の交流がない。その後、ユ
ーザーは自らの 2 面性によってバリュー・ネットワークの外部の破壊的技術を知る。自
らが属するバリュー・ネットワークにおける理想的な製品のイメージと、この破壊的技
術に関する知識を用いることにより、ユーザーは、遭遇した破壊的技術が自らが属する
バリュー・ネットワークに適用できるかどうかを判定することができる。 
 破壊的イノベーションのプロセス 
 
図 35・図 37 破壊的イノベーションのプロセス[再掲] 
イノベーションのアイデアを得たユーザーは、自らのバリュー・ネットワークにおい
て使用することができるよう、技術の改善を要求する。要求を受けたメーカーは、その
ような市場が存在していること（もしくはそのような市場に参入することが可能である
こと）を認識し、より的確な性能向上を果たす。ユーザーとメーカーは相互に協力して
市場への参入を果たす。 
 ユーザーの 2 面性の効果 
 
図 45  社会的ネットワークの観点から見た 2面性の効果 [再掲] 
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図 38 ユーザーの 2面性がイノベーションプロセスに与える影響[再掲] 
ユーザーは、2 面性を通じて、自らの業務におけるバリュー・ネットワークとは関係の
ないところで活動している破壊的技術を発見する。2 面性によって下記の効果が得られる。 
 「市場ニーズと技術の双方を知っている」という２面性は、ニーズとシーズの双方を
知らなければそもそもどのような改善があり得るかすら判らない（「無」は「有」を
無くすことでしか判らない）という観点から重要であり、破壊的イノベーションにお
いてユーザー・ニーズ情報の粘着性が高い理由となっている。 
 ユーザーの２面性は、「異なるバリュー・ネットワークの組み合わせである（ブリッ
ジである）」ことにより、ブレークスルーを起こす可能性を高める。つまり、珍しい
取り合わせを発生させることで、しばしば大きなブレークスルーを産み出す効果を与
える。また、社会ネットワークにおける「ブリッジ」は「弱い紐帯」となり消滅しや
すい特徴を持つが、個人の２面性として発揮されるため、これに当てはまらない。 
 ２面性を持つユーザーはニーズ情報・シーズ情報の双方に詳しいため、情報をやり取
りする際の誤りの発生を抑制し、より的確な修正案を提案し、また修正回数を減少さ
せ、双方の満足度を上げ、また開発スピードを向上させる。 
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 ユーザーの 2 面性の入れ子構造 
２面性を通じて発見
製品が属する
バリュー・ネットワーク
２面性を通じて発見
ユーザーが属する
バリュー・ネットワーク
（１階層上）
製品が使用する技術要素が属する
バリュー・ネットワーク
（１階層下）
破壊的技術
 
図 49 2面性の効果の入れ子構造[再掲] 
 
  ユーザーの２面性には、製品が市場へ参入する際に発揮される効果もあり、逆に製品
を開発する際に発揮される効果もある。 
自らの製品を破壊的技術として差別化する場合に、多面性を通じて 1 階層上のユーザ
ーに発見してもらう方法もあるし、多面性を通じて発見した 1 階層下の技術を用いて、
新しい市場を立ち上げることも考えられる。 
 競争戦略へのインプリケーション 
競争戦略へのインプリケーションとしては下記が挙げられる。 
 破壊的イノベーションを創出するためには、自らは所属していないバリュー・ネット
ワークを調査し、そのネットワーク内において機能的に応用可能な技術を発見する方
法が考えられる。そのためには社会的ネットワークの多面性を利用する。 
 自らのバリュー・ネットワークにおける改善点と理想イメージを、日常的に持ってい
ることにより、上記の要素機能を発見できる可能性を高めることができる。 
 破壊的イノベーションに際して利用される技術は、その技術の開発者によって容易に
カスタマイズできる状態にあることが望ましい。 
91 
 
第二節 今後の展望 
本研究では、主にユーザーの 2 面性に着眼し、破壊的イノベーションの市場参入プロ
セスについて検討した。今後の課題として、下記が考えられる。 
 
 モデルの検証のための、より詳しい事例研究 
本研究において考察された事項を他の破壊的イノベーションの事例に適用し、妥当性
の確認とモデルの改善を行うことが必要である。 
特に、下記の事項についての更なる検討が望まれる。 
 ユーザーの 2 面性が発揮された事例におけるモデルの確認 
本研究で得られた考察結果が適用できるか、他の事例を用いて確認する。今回
はユーザーの２面性によって下位レイヤの技術が発見されるモデルについて検
討したが、これとは逆に、下位レイヤの開発者の 2 面性によって上位レイヤ
の市場が発見される事例は存在しないか等の検討が必要である。また、組織単
位での多面性が発揮される例に関しても検討が必要である。 
 ユーザーの 2 面性が発揮されていない事例との比較 
ユーザーの 2 面性が発揮されていない破壊的イノベーションの事例を検討し、
本研究で検討した「市場・技術の発見とイノベーションの加速」「粘着性の影
響」「社会的ネットワークの影響」等の事項がどのように異なるか確認する。 
 持続的イノベーションとの比較 
持続的イノベーションにおいては既存の市場からの要望に応えて性能を進化さ
せるが、そのような場合においてもユーザーの多面性は効果があるか。 
 
 モデルの拡張 
本研究において未検討であり、更なる拡張のための検討課題となる事項として下記が
挙げられる。 
 ユーザーの 2 面性によるイノベーション発見プロセスについての更なる考察 
本研究において、ユーザーが 2 面性を用いて「製品」を発見した事例を考察
した。しかしながら、本来ユーザーが求めているものは理想イメージを達成
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するための「機能」であり、必ずしも「製品」である必要はない。破壊的イ
ノベーションが市場に参入する際、ユーザーが所属するバリュー・ネットワ
ークとは異なるバリュー・ネットワークにおいて、「人材」や「設備」等の
異なる経営資源が発見されるモデルについての検討が必要である。 
また、異なるバリュー・ネットワークに存在するユーザーと破壊的技術がどの
ように結びついていくのかについて、更なるネットワーク的な考察が望まれる。
特に、近年普及した SNS 等における人的ネットワークを介した破壊的イノベ
ーションの事例があれば興味深い。加えて、ユーザーが技術を発見した後にど
のようにしてお互いの協力関係が構築されていくのか、コラボレーションのプ
ロセスに関する検討も今後の課題である。 
 ユーザーと技術開発者の相互協力プロセスに関する考察 
本研究において、市場参入の際にユーザーと技術開発者の相互協力プロセスが
見られた。一方、ソフトウェア業界における開発手法として、試作段階から市
場に投入し、ユーザーの意見を聞きながら早期に無駄をなくしていく方法であ
る「リーンソフトウェア開発」を採用する事例が見られる。このようなソフト
ウェア開発において、想定していなかったユーザーが得られた事例を発見して
検討することにより、ユーザーと技術開発者の相互協力に関する新しい知見が
得られる可能性がある。ソフトウェアの更新速度は非常に早く、カスタマイズ
性も非常に高いからである。 
 破壊的イノベーションに伴うビジネスモデルの変化に関する考察 
破壊的技術が市場に参入する際に、ビジネスモデルの変化が伴う。例えば
Google が AndroidOS を開発した事例においては、従来の WindowsMobile 等
の OS と比較して低価格（無料）の製品で参入しているが、これは Google が
スマートフォンにおいて検索ビジネスを展開するための仕掛けであると考え
られる。本研究において、破壊的技術が市場に参入するということは、ユー
ザーと開発者がそれぞれ所属する異なるバリュー・ネットワーク同士の融合
と見ることができると論じた。これには、必然的にビジネスモデルの変化が
伴う。バリュー・ネットワーク融合時のビジネスモデルの変化に関する検討
が必要である。 
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Appendix:  破壊的技術の性能改善 「加速」のロジック 
 
t
性能
市場の発見
技術の発見
必要な機能の付加
ローエンド型破壊 新市場型破壊
イノベーション
t
性能
t1 t2
市場の発見
（機能要素側）
要素技術の発見
(製品イメージ側)
機能要素を統合し
製品化
t1 t2
イノベーション
 
図 35・図 37 破壊的イノベーションのプロセス 
 
本研究において、破壊的技術がユーザーに発見された後、技術性能の改善速度が加速
するとした。本稿において、技術の改善速度が向上する要因について述べる。 
技術の改善速度の向上要因としては 
 投入資源の増加 
 必要とされる機能の変化 
が挙げられる。以下、それぞれについて説明する。 
 
第一節 投入資源の増加による改善速度の向上 
破壊的技術がユーザーに発見されると、市場が明確になり、経営資源を投入する動機
が発生する。また、ユーザーの要望が既に存在しているため、早期にそれを達成するこ
とが競争力の要因になる。スピードを上げることが利益に結びつく状況であるから、経
営資源に余裕がある場合には、人的資源・設備投資等の増強が行われる。 
本研究においてとりあげた事例においては、ユーザーの要望に応えるための人的資源
を専門に割り当てた事がこれに相当する。株式会社アールエフの場合には、口腔内カメ
ラを開発するために１年間の人的資源を投入した。これは、従来対象としていた市場に
対しての研究開発に対する投資を減少させ、口腔内カメラのために人的資源を投入した
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事を意味する。ヤマハのルーターの事例においては、ユーザーの要望に応えて１年間で
新製品を開発している。これも、ユーザーの求める技術性能の達成のために人的資源が
投入されたことを意味している。iPod の事例では、IPod に使用されるデバイスドライバ
の作成のために、東芝のエンジニアが専門的に投入された。初音ミクの開発に際しては、
サンプル音源の録音を効率化するプログラムの開発がヤマハにおいて進められ、ソフト
ウェアパッケージを開発したクリプトン・フューチャー・メディア社と、コア機能を提
供したヤマハ社は常に緊密な連携体制を保持した。 
事例全般において、破壊的技術がユーザーによって発見されカスタマイズ要求が発生
した後に、ユーザーと開発者は、ニーズ情報とシーズ情報をすり合わせて製品の改善作
業を行う。この時点で、破壊的技術の開発者にとって明確な市場・明確なゴールが設定
される。これに応じて専用の開発資源が割かれる事となり、結果としてその時点からの
開発スピードが向上する。これが破壊的技術の性能改善速度の「加速」の要因となる。 
 
第二節 機能の付加・削除による技術改善速度の向上 
 「性能要素」が複数存在する場合における、破壊的技術の「総合的性能」の表現 
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図 7 競争地盤の変化 
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第二章（先行研究紹介）において、破壊的イノベーションには複数の競争地盤が存す
る場合には、それぞれの競争地盤において性能向上に関する改善が必要となることを述
べた。例えば上図 7 においては、競争地盤が「信頼性」「操作性」「インテグレーショ
ン」「価格」と変化し、それぞれの競争地盤において市場の要求を満たす時期が異なっ
ていることが示される。この競争地盤（性能指標）の全てにおいて市場の要求性能を達
成した時点で、初めて破壊的技術は市場に受け入れられる。 
本研究における「性能」とは、上記のように性能指標が複数存在する場合には、それ
らを総合的に表現する指標である。 
今、ある製品に要求される性能の指標が N 個存在するとする。これらの指標における
技術性能曲線がそれぞれ直線で示されるとすれば、それら N 本の直線を全て加算したも
のもやはり直線となる。 
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図 52 破壊的技術の総合性能曲線（１） 
 最もシンプルな方法としては、この直線をもって「総合性能」であるとすることが考
えられるが、この方法では下記のような問題が発生する。 
 「市場の要求直線」を上回る部分が同時に加算されるため、技術線と市場需要線の
交点が、実際に破壊的技術が市場に受け入れられる時点と一致しない。 
例えば図 52 において、実際には最も交点が遅い「コストパフォーマンス」におけ
る要求を満たすまで破壊的技術は市場には受け入れられないが、「総合性能」のグ
ラフにおける 2 直線の交点は、時間的により早い場所になってしまう。 
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 指標となる技術の開発が開始される以前の時期においては性能向上がないはずであ
るが、これを表現できない。例えば、「インテグレーション」の検討が全くされて
いない時期において性能向上は無いはずであるが、これを表現できない。 
 性能要素の「重要度」の違いが考慮されていない。 
これらの問題を解決するため、各指標におけるグラフを下図のように「正規化」する。 
 
図 53 技術性能曲線の正規化 
まず、「市場の要求性能」の直線を、全ての性能指標において同一になるように変換
する。これは軸の取り方を変更するだけであるから、一般性は失われない。破壊的技術
の直線についても同じ変換を行う。 
これに続いて、破壊的技術の直線について、下記の修正を行う。 
 市場が要求する性能に到達した後は、市場の要求性能曲線と同一になるとする。市
場の要求を上回る技術性能については、製品が市場に参入を果たした後に初めて競
争力として考慮されるべきであるとする。 
開発が始まるまでは性能は０であるとする。 
図 53 の右の図において、時刻 t1 までは開発が開始しないため性能の向上は無い。また、
時刻 t2 において市場の要求性能に到達した後は、性能の向上は市場の要求性能と同一に
なるとする。残りの区間である t1 と t2 の間の区間が、実際に性能が向上している区間と
なる。 
 このように正規化された各性能指標ごとの性能曲線を、重要度に応じて重み付けして
加算する（次ページ 図 54）。市場に参入を果たすまでの期間における、破壊的技術の総
合的な技術性能は図 54 のように表すことができる。破壊的技術の性能向上は S 字カーブ
状になることが判る。 
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図 54 破壊的技術の総合技術曲線（２） 
従来の破壊的技術の性能向上曲線は直線で表されているが、これは、 
 考慮すべき技術性能指標の数が少ない、もしくは、極めて重要な少数の指標が存在
し、それ以外はあまり重要でない 
 各技術性能指標の、「開発開始時期」と「市場要求に到達する時期」がほぼ同じ 
という場合の近似であると見る。 
要求性能
破壊的技術
時間
総
合
性
能
t2(1)
t2(n)
t1(2)
t1(1)
t1(n) t2(2)
ほぼ同じタイミング  
図 55 技術性能曲線の直線近似 
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 要素機能の付加・削除による技術改善速度の向上 
上記を踏まえ、破壊的技術がユーザーに発見された後、技術性能の向上スピードが
「加速」する要因について考える。 
本研究において検討した事例において、技術がユーザーに発見された後に「機能のカ
スタマイズ要求」が発生している。これは、ユーザーが必要としている機能の中に、今
まで開発者が検討していなかった性能指標が発生していることを示す。例えば、アール
エフの口腔内カメラの事例においては、カメラの先端が口腔内に入る程度の「小型化」
や、「耐水性」を持つ事が新たな性能指標として要求された。このような、ユーザーか
らのコンタクトがあるまでは存在しなかった性能指標が存在すると、破壊的技術の総合
的な性能曲線の傾きがユーザーとの接触の前後で変化する。 
 
図 56 ブルー・オーシャン戦略における「バリュー・イノベーション」の概念図 
ユーザーが破壊的技術を発見し、開発者と共同でカスタマイズを行うプロセスの結果、
製品に新たに付加する機能と、製品から削除する機能が決定される。これはブルーオー
シャン戦略における「バリュー・イノベーション」の概念に近いプロセスとなっている。
技術性能曲線と市場要求性能曲線のそれぞれについて、付加する機能と削除する機能が
与える影響は下記のようになる。 
 付加機能の影響 
ユーザーから新しい機能が要求されると、そのための開発が開始される。 
これにより、破壊的技術の総合性能に新たな性能指標が付加され、技術性能曲線の
傾きが増大する。 
また、ユーザーが想定していた以上の機能が存在し、それが既に破壊的技術を用い
る製品において完成されている場合には、既に市場の要求を満たしている性能指標
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が新たに付加されることになり、破壊的技術の総合的な技術性能を非連続に向上さ
せる効果を持つ。 
 
例えば「ユーザーによって与えられる」新規の要素機能が N 個中 M 個存在すると
仮定すると、ユーザーからのコンタクトが発生していない時期においては、（N-
M）個の要素機能のみにおいて改善が行われているため、破壊的技術の性能曲線の
傾きが緩やかにとなる。その後、ユーザーからのカスタマイズ要求が発生した時
点において、M 個の新規要素機能において開発が開始され、全体として N 個全て
の機能において性能が向上する。つまり、ユーザーによって技術が発見され、カ
スタマイズ要求が発生した時点から、破壊的技術の性能曲線の傾きが増加するこ
とを意味している。 
要求性能
破壊的技術
時間
総
合
性
能
t1(2)
t1(1)
t1(n)
新規の性能指標における
開発開始  
図 57 要素機能の付加の効果 
 
 削除機能の影響 
ユーザーが要望していない機能を削除することにより、その機能のために投入して
いた経営資源を他の目的に使用することができるようになる。この資源を必要な機
能の開発に投入することにより、総合的な技術性能の改善スピードを加速させる効
果を持つ。 
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また、ユーザーが既に使用している製品が過剰性能を持っている場合、破壊的技術
を導入することにより、それらの機能を削除することができる。これは、「市場が
要求する性能」を下げる効果を持つ。 
この要求性能の低下に関して図 58 に示す。本来であれば青の実線に到達したこと
により要求性能に到達する。しかし、異なるバリューネットワークにおける新しい
ユーザーによって新規の性能指標が定義され、削除できる・低減できる機能が明ら
かになると、その機能に相当する量の要求性能の低下が発生する。 
 
図 58 要素機能の削除の効果 
実際には、破壊的技術の性能が、ユーザーから要求される性能に到達した時点でイノ
ベーションが発生する（製品となる）。これを図 59 に示す。異なるバリュー・ネットワ
ークに存在するユーザーが破壊的技術を発見し、新規の性能指標が定義されると、「付
加機能」によって破壊的技術の性能改善速度が加速し、また、「削除機能」によって市 
 
図 59 要素機能の追加・削除の両者を考慮した図 
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場の要求性能が低下する。この双方の効果によってイノベーションが加速する。 
両者の性能が一致するまでの期間には「すり合わせ」作業が行われている。つまり、2
面性を持つユーザーの要望に応じて、技術のカスタマイズが行われている。ここにおい
て、破壊的技術・市場の双方の曲線が意味するのは「単一の」技術とユーザーである。
よって、図 59 の右図における屈曲線は初めて市場に参入する１事例のプロセスについて
示したものである。このプロセスを端緒として市場に破壊的技術が導入される。 
